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金融規制の影響

●自己資本比率規制と地域銀行

●日本の公的年金制度の現状と今後の方向

●パラグアイの金融と協同組合
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『よくわかる経済金融ハンドブック』
『解読・ＷＴＯ農業交渉』
『2009年農林漁業金融統計』
『総研レポート』「米国協同組織金融機関の研究」

農林中金総合研究所は，農林漁業・環境

問題などの中長期的な研究，農林漁業・

協同組合の実践的研究，そして国内有数

の機関投資家である農林中央金庫や系

統組織および取引先への経済金融情報

の提供など，幅広い調査研究活動を通じ

情報センターとしてグループの事業を

サポートしています。

金融規制の潮流と協同組織金融機関

今，金融規制は歴史的な転換点を迎えている。事の発端はサブプライムローンの焦付き

をきっかけとする2007年以降の世界的な金融危機である。欧米各国は中央銀行による緊急

の資金供給，大手金融機関への公的資本注入，協調利下げ等により，金融システムの安定

化に努め，危機の連鎖は小康状態を得たが，欧州の一部ではまだ動揺が収まっていない。

今回の危機は複合的な要因によってもたらされた。①サブプライムローンの商品性の問

題，②金融取引関係者のモラルハザード，③負債調達で投資規模を膨らませるレバレッジ

手法，④金融技術を駆使した金融商品に内在するリスクの不透明性など多くの要因があげ

られる。要約すれば，今回の危機の底流にあるのは金融技術の進歩と普及を背景とする金

融市場の構造変化である。それは相対取引を基本とする伝統的な間接金融から市場を通し

て取引が仲介される直接金融への変化である。しかも，リスクの移転と再構成が繰り返さ

れるためにリスクの所在が見えなくなるというリスク構造の変化である。そして，いった

んリスクが顕在化すると，市場を通じてリスクが増幅され，波及し，金融システム全体が

深刻な機能不全に陥るという巨大なリスクのネットワーク化である。

このような市場型の金融システム危機を防止するためにはどのような金融規制が適切

か。09年４月，ロンドンで開催された20か国・地域首脳会合（G20）ではマクロプルーデ

ンスの視点に立った金融監督制度の必要性が議論された。従来の規制・監督は個々の金融

機関の破綻防止（ミクロプルーデンス）に主眼があったが，それに対して，マクロプルーデ

ンスは金融システム全体の安定性確保にねらいがある。もちろん，両者は二者択一のもの

ではなく，基本的には相互補完的なものである。

10年７月にオバマ大統領が署名した米国の金融規制改革法はマクロプルーデンスの視点

に立ったものと言える。しかも，米国は1999年に銀行と証券の分離を定めたグラス・ステ

ィーガル法（1933年成立）を撤廃し，金融規制を大幅に緩和してきた。今回の改革法は再

び規制強化にかじを切るものであり，米国の金融規制の歴史に残る大きな出来事となろう。

要点は業務規制の復活であり，金融機関の活動は厳しい制限を受けることになる。たとえ

ば，銀行の自己資金を使った高リスクの金融取引は大幅に制限される。

また，バーゼル銀行監督委員会ではこれまでよりも厳しい銀行資本規制を検討中であり，

十分な資本を調達できなければ貸出圧縮を迫られる状況のなかで，グローバルな規模で大

手金融機関の増資行動が活発化してきている。

ところで，協同組織金融機関の場合，日本にかぎらず単位組織は地域に根ざした伝統的

な預貸業務に主軸がおかれており，グローバルに業務展開する大規模銀行と同様の規制を

受けることはないが，連合組織ともなるとグローバルな金融市場のプレーヤーとして，新

しい金融規制の影響を受けることもあり得よう。とくに，協同組織金融機関の場合は，資

本増強の手段が一般の銀行とは異なる。新しい金融規制・自己資本規制がどういう形で決

着するか，まだ不確定な部分はあるが，協同組織金融機関に不利な，あるいは過重な負担

とならないように，協同組織金融機関の自己資本の特質について金融監督当局の理解を深

める努力が必要であるように思われる。

（（株）農林中金総合研究所 常務取締役　鈴木利徳・すずきとしのり）

今 月 の 窓

99年4月以降の『農林金融』『金融市場』

などの調査研究論文や，『農林漁業金融統計』

の最新の統計データがこのホームページから

ご覧になれます。

また，メールマガジンにご登録いただいた

方には，最新のレポート掲載の都度，その内

容を電子メールでお知らせするサービスを行

っておりますので，是非ご活用ください。

農中総研のホームページ http://www.nochuri.co.jp のご案内

＊2010年８月のHPから一部を掲載しております。「最新情報のご案内」や「ご意見コーナー」もご利用ください。

【農林漁業・環境問題】

・矛盾深まる中国の農地制度

――経済成長に取り残された農民――

・小麦の国際需給と日本の自給

・<講演> 中国農業・農村改革の到達点と課題

【協同組合】

・欧州協同組合銀行協会の国際会議に参加して

・農商工連携によるジンジャーエール開発と

積極的な販売活動――JAわかやまの取組み――

・病院給食における地産地消

――JA神奈川県厚生連伊勢原協同病院と

JAいせはら地場野菜出荷グループの取組み――

・協同組合の独禁法適用除外問題についての一考察

【組合金融】

・「農業経営統計調査」にみる販売農家の農業所得の動向

【国内経済金融】

・進化するマーケティング手法を活かす横浜銀行

・地域ニーズに寄り添い展開進める磐田信用金庫

・地域銀行における投資信託販売の動向

・最近の地域銀行における住宅ローンの取組み

・就業環境の変化と賃貸住宅経営への影響

・わが国の財政赤字と長期金利

・住宅ローン利用者の資産形成について

【海外経済金融】

・グローバル・インバランス問題に関する一考察

・成長が加速し始める中国の西部地域

――「西部大開発」戦略の実態と展望――

・スペイン・ギリシャの経済構造の特徴について

～欧州債務危機の観点から～

本誌に掲載の論文，資料，データ等の無断転載を禁止いたします。
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自己資本比率規制と地域銀行
―自己資本比率規制は地域銀行の行動にどのような影響を与えたか？―

〔要　　　旨〕

１　世界経済に多大なダメージを与えた今次金融危機発生後，各方面で金融監督規制の見直

しが活発に行われてきており，金融監督規制の中核である自己資本比率規制についてはバ

ーゼル銀行監督委員会から昨(2009)年末に見直し案が提示された。このような状況をふま

え，今後の自己資本比率規制見直しに関する議論への寄与を目指して，地域銀行の行動に

自己資本比率規制が与えた影響について実証的な検証を行った。

２　自己資本比率規制が地域銀行の貸出行動に与えた影響については，03年３月期～09年３

月期のパネルデータを使った推計を行った。分析の結果，06年３月期までの第二地銀で，

自己資本比率が下げれば（上がれば）貸出額を減らした（増やした）というキャピタル・ク

ランチの考えに沿った貸出行動がとられたことが示唆された。しかし，07年３月期以降の

地域銀行においては，キャピタル・クランチの考えに沿った貸出行動は見いだせなかった。

３　次に，バーゼル銀行監督委員会が昨年末提示した見直し案の背景とされたバーゼルⅡの

問題点を明らかにして，それらの問題点が，地域銀行の行動に与えた影響について検証を

行った。分析の結果，見直し案のうち，レバレッジ比率の導入および流動性カバレッジ比

率の導入の必要性は認められたが，自己資本の質，リスク捕捉の更なる強化および安定調

達比率の導入の必要性は確認できなかった。

４　本稿の推計・検証方法についてはより一層の精緻化・高度化が必要であり，その結果に

もとづく解釈は限定的とならざるをえないが，次の２点が地域銀行への自己資本比率規制

適用に関するインプリケーションとして指摘できる。

①キャピタル・クランチが03年３月期～06年３月期の第二地銀で生じていたことを考え

ると，自己資本比率規制強化によって再びキャピタル・クランチが起きる可能性を排

除できない。

②現在提示されているバーゼルⅡの見直し案には，必ずしも導入の必要性を確認できな

い内容も含まれている。従って，見直し案をそのまま適用することについては，慎重

な対応が求められる。

調査第二部長　矢島　格
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金融監督規制の中核とされてきた自己資

本比率規制が，地域経済・金融を担う地域

銀行の
（注１）

行動に与える影響について実証的に

検証することを本稿の目的とする。

2007年のサブプライム危機に端を発し，

08年のリーマンショックによって急拡大し

た金融危機は，世界経済に多大なダメージ

を与えた。今次金融危機が発生した主因と

して金融監督規制の失敗が指摘され，
（注２）

その

認識のもと金融監督規制の見直しが各方面

で活発に議論されてきた。そのなかでも最

も重要な位置づけをされてきた自己資本比

率規制の見直しに関しては，バーゼル銀行

監督委員会によって見直し案が昨（09）年

末に提示され，
（注３）

その後その見直し案に対し

て様々な検討が加えられてきている。

こうしたなか，地域の実体経済へのイン

パクトが大きい地域銀行の行動を対象にし

て，自己資本比率規制の影響を検証・分析

することは，今後の規制内容の見直しや具

体的な適用方法の検討に資するものと考え

る。また，金融監督規制がもたらす回避す

べきコストとして，銀行経営のインセンテ

ィブを変化させ銀行行動をゆがめ，資源配

分の非効率化を起こすことが広く指摘され

ている。
（注４）

本稿は，このようなコストが顕在

化していないか否かについての確認への一

助にもなりうるものと考える。

具体的には，従来から多くの先行研究が

蓄積されている自己資本比率規制の貸出行

動への影響に
（注５）

ついて分析するとともに，昨

年末に提示されたバーゼル銀行監督委員会

による見直し案の背景とされ，今次金融危

目　次

はじめに

１　貸出行動への影響についての推計方法と

使用データ

（１） 推計方法

（２） 使用データ

２　貸出行動への影響についての推計結果と考察

（１） 推計結果

（２） まとめと考察

３　今次金融危機で指摘されたバーゼルⅡの問題点

４　バーゼルⅡの問題点の検証方法と使用データ

（１） Tier1のうち優先株を除いた部分の

リスク調整済自己資本に占める比率

（２） 本部人員数に占める審査担当部人員数の

比率

（３） 自己資本比率とレバレッジ比率の差

（４） 現金預け金・国債の負債に対する比率と

負債のうち個人預金が占める比率
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（１） Tier1のうち優先株を除いた部分の

リスク調整済自己資本に占める比率

（２） 本部人員数に占める審査担当部人員数の

比率

（３） 自己資本比率とレバレッジ比率の差

（４） 現金預け金・国債の負債に対する比率と

負債のうち個人預金が占める比率

（５） まとめと考察

おわりに

はじめに
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機で明らかにされた現行自己資本比率規制
（注６）

の問題点のうち検証可能と思われる影響に

ついても分析することとしたい。

本稿の構成は次のとおりである。

まず，１で自己資本比率規制の地域銀行

の貸出行動への影響についての推計方法な

どを述べ，２で１の推計結果を示し考察を

行う。続いて３では今次金融危機で指摘さ

れた現行自己資本比率規制（以下「バーゼ

ルⅡ」という）の問題点を説明し，４でそ

の問題点の地域銀行への影響に関する検証

方法などを述べ，５で４の検証結果を示し

考察を行う。最後に，本稿の内容をまとめ

る。
（注１）本稿では，全国地方銀行協会加盟行および
第二地方銀行協会加盟行を地域銀行と呼ぶ。

（注２）G-20（2009）参照。
（注３）Basel Committee on Banking
Supervision（2009ａ，2009ｂ）参照。

（注４）例えば，堀内（1998）および池尾（2010）
を参照。

（注５）この影響は，自己資本の減少が銀行貸出を
減少させる現象として研究対象にされてきた。
Bernanke and Lown（1991）やPeek and
Rosengren（1995）らは，このような現象をキ
ャピタル・クランチ（Capital Crunch）と呼ん
だ。

（注６）現行自己資本比率規制はバーゼルⅡと一般
に呼ばれ，日本では07年３月期決算から適用さ
れている。なお，88年のバーゼル合意を受けて，
91年３月期決算から適用された自己資本比率規
制はバーゼルⅠと呼ばれる。このあたりの詳細
は佐藤（2007）を参照。

（１） 推計方法

自己資本比率規制が銀行の貸出行動に与

える影響についての先行研究は数多くあ

る。日
（注７）

本の銀行の貸出行動への影響を分析

した代表的な先行研究としては，Peek

and Rosengren（1997），Horiuchi and

Shimizu（1998），Ito and Sasaki（1998），

Ogawa and Kitasaka（2000），Honda

（2002），Woo（2003），Watanabe（2007），

Brana and Lahet（2009），Sasaki（2009）

などが挙げられるが，実証結果は様々であ

る。そ
（注８）

して，これらの先行研究はいずれも，

各銀行の貸出額などのミクロデータ（時系

列データとクロスセクションデータを組み合

わせたパネルデータ）を用いて分析を行っ

ているが，分析対象の銀行，期間，推計式

や採用される変数はそれぞれ異なっている。

これらの先行研究に基づき，本稿の推計

は，次のようなアンバランス・パネルデー

タ（unbalanced panel data）を用いた推計

を行った。
（注９）

まず，分析対象銀行は本稿の目的に従い

地域銀行全行とした。実際の推計は，地域

銀行全行を対象にした推計のほか，銀行特

性や規制内容による相違の可能性も確かめ

るため，全国地方銀行協会加盟行（以下

「地銀」という）のみを対象にした推計およ

び第二地方銀行協会加盟行（以下「第二地

銀」という）のみを対象にした推計，さら

には，国際統一基準行のみを対象にした推

計および国内統一基準行のみを対象にした

推計も行った。
（注10）

なお，預金保険法102条第

１項の３号による措置で一時国有化された

銀行は，他の地域銀行とは異なる要素が影

響する可能性が高いため，サンプルからは

１　貸出行動への影響について

の推計方法と使用データ
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ずした。また，データの連続性を確保する

観点から，合併等による他行から事業譲渡

を受けた銀行はそれ以前の銀行とは異なる

新しいサンプルとして扱い，事業を譲渡し

た銀行はその時点で消滅した銀行とみなし

た。

次に，分析期間については，自己資本比

率規制が金融監督規制のなかで中心的な役

割を機能しはじめたと指摘される03年３月

期以降とし，具体的には03年３月期～09年

３月期とした。
（注11）

実際の推計では，07年３月

期のバーゼルⅡ導入による影響を確かめる

ため，03年３月期～09年３月期の期間のほ

か，03年３月期～06年３月期と07年３月期

～09年３月期のそれぞれの期間の推計も行

った。

推計式は，地域銀行も含んだ業態別にお

ける自己資本比率規制の貸出への影響を分

析したSasaki（2009）に倣い，以下に示す

誘導型方程式とした。
（注12）

貸出額変化率ｉ，ｔ＝定数項

＋ａ×自己資本比率変化率ｉ，ｔ

＋ｂ×不良債権比率変化率ｉ，ｔ

＋ｃ×GDP変化率ｉ，ｔ

＋ｄ×売上高経常利益率変化率ｉ，ｔ

＋誤差項ｉ，ｔ

上式のｉは各銀行を，ｔは年度を，a，b，

c，dは各説明変数の係数を，それぞれ表し

ており，被説明変数と説明変数の変化率は

当年度と前年度の自然対数の差によって算

出した。

推計モデルについては，最小二乗法（変

数間にどのような関係があるかを統計的に導

きだす方法）のほか，各銀行の特性に考慮
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するという観点から，固定効果モデル（被

説明変数の違いは各銀行固有の特性によると

ころが多いと考えるモデル）と変量効果モデ

ル（被説明変数の違いは各銀行固有の特性に

よらずランダムなものと考えるモデル）も使

用した。そのうえで，推計モデルの採用に

関する検定を実施して，統計的に最も有意

な推計モデルによる推計結果を採用した。
（注13）

（注７）先行研究の包括的なサーベイについては，
Mora and Logan（2010）が詳しい。

（注８）分析期間は，ほとんどの先行研究の場合90
年代である。

（注９）アンバランス・パネルデータとはデータの
なかに欠損値があるパネルデータのことで，具
体的な推計にあたっては，山澤（2004），北岡・
高橋・矢野（2008）および松浦・コリンマッケ
ンジー（2009）を参考にした。

（注10）国際統一基準行は海外拠点を有する銀行で，
国内基準行は海外拠点を有しない銀行のことを
言う。詳細は，佐藤（2007）を参照。

（注11）櫻川（2006）は，自己資本比率規制が金融
監督規制の中心的な役割を機能し始めたのは，
02年10月に不良債権処理の積極的推進を目指し
た「金融再生プログラム」が公表された以降で
あったとしている。

（注12）誘導型方程式とは，貸出への需要面からの
影響と供給面からの影響を一つの式として表し
たもの。なお，誘導型方程式については，山澤
（2004）が詳しい。

（注13）具体的には，Redundant Testによって固
定効果モデルが冗長であるという仮説を検定し，
この仮説が棄却されない場合は，最小二乗法に
よる推計結果を採用した。そして，Redundant
Testによって固定効果モデルが冗長であるとい
う仮説が棄却された場合は，ハウスマン検定を
行い，その検定結果に従い固定効果モデルか変
量効果モデルのいずれかを採用した。

（２） 使用データ

上記（1）の推計式は，自己資本比率と不

良債権比率が各銀行の貸出行動に影響する

という仮定に加えて，GDPと売上高経常利

益率というマクロ指標（各銀行とも共通の
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ータの出所先については，貸出額，自己資

本比率および不良債権比率（リスク管理債

権の貸出額に対する比率）は全国銀行協会

『全国銀行財務諸表分析』各年度版で，
（注15）

GDPは内閣府ホームページ，売上高経常利

益率変化率は財務省『法人企業統計年報』

各年版である。

各データの記述統計を示すと，第１表の

とおりになる。

（注14）（注５）参照。
（注15）連結ベースの公表をしていない銀行もある
ため，単体べースの数値を採用した。

数値）も銀行貸出に影響を与えるという仮

定に基づいている。

自己資本比率が減少した時は貸出額を減

らすというキャピタル・クランチの考えに
（注14）

従うと自己資本比率変化率の係数の符号は

正になることが予想される。不良債権比率

については，不良債権が増えれば銀行行動

はより慎重になるのでリスクアセットであ

る貸出額は減るという考えに従うと不良債

権比率変化率の係数の符号は負になること

が予想される。GDPについては，GDPが成

長すれば銀行貸出への需要が増えるという

考えに従うとGDP変

化率の係数の符号は

正になることが予想

される。売上高経常

利益率については，

企業収益が高まれば

銀行は貸出を増やそ

うとするという考え

に従うと売上高経常

利益率変化率の係数

の符号は正になるこ

とが予想される一

方，収益力の高い企

業ほど銀行からの借

入れへの需要が低下

するという考えに従

えば売上高経常利益

率変化率の係数の符

号は負になることが

予想される。

なお，各変数のデ

Ⅰ地域銀行全行（データ数）  

　貸出額変化率 
　自己資本比率変化率 
　不良債権比率変化率 
　GDP変化率 
　売上高経常利益率変化率 

Ⅱ地銀（データ数）  

　貸出額変化率 
　自己資本比率変化率 
　不良債権比率変化率 
　GDP変化率 
　売上高経常利益率変化率 

Ⅲ第二地銀（データ数） 

　貸出額変化率 
　自己資本比率変化率 
　不良債権比率変化率 
　GDP変化率 
　売上高経常利益率変化率 

Ⅳ国際統一基準行（データ数） 

　貸出額変化率 
　自己資本比率変化率 
　不良債権比率変化率 
　GDP変化率 
　売上高経常利益率変化率 

Ⅴ国内基準行（データ数） 

　貸出額変化率 
　自己資本比率変化率 
　不良債権比率変化率 
　GDP変化率 
　売上高経常利益率変化率 

第1表　記　述　統　計 

（７６３） （４４３） （３２０） 

平均値 

０３.３～０９．３ 

平均値 

０３．３～０６．３ 

０．０１２ 
０．０１７ 
ー０．１０６ 
０．０１１ 
０．０１９ 

０．００６ 
０．０２２ 
ー０．１１８ 
０．０１９ 
０．１２０ 

０．０３８ 
０．１１２ 
０．２００ 
０．０２０ 
０．１６１ 

０．０２１ 
０．００９ 
ー０．０９１ 
０．００１ 
ー０．１１６ 

０．０３８ 
０．１００ 
０．１７７ 
０．００５ 
０．０３０ 

０．０３６ 
０．１２６ 
０．２２８ 
０．０２７ 
０．１６６ 

（５６） （３２） （２４） 

０．０２１ 
０．００６ 
ー０．１１０ 
０．０１１ 
０．０１９ 

０．００７ 
０．０２０ 
ー０．１２２ 
０．０１９ 
０．１２０ 

０．０３０ 
０．０５６ 
０．２０３ 
０．０２０ 
０．１６１ 

０．０４０ 
ー０．０１３ 
ー０．０９５ 
０．００１ 
ー０．１１６ 

０．０２７ 
０．０４８ 
０．２２４ 
０．００５ 
０．０３０ 

０．０２２ 
０．０６２ 
０．１７４ 
０．０２７ 
０．１６６ 

（３２６） （１９４） （１３２） 

（７０７） （４１１） （２９６） 

０．０１１ 
０．０１７ 
ー０．１０６ 
０．０１１ 
０．０１９ 

０．００６ 
０．０２２ 
ー０．１１７ 
０．０１９ 
０．１２０ 

０．０３９ 
０．１１５ 
０．２００ 
０．０２０ 
０．１６１ 

０．０１９ 
０．０１１ 
ー０．０９１ 
０．００１ 
ー０．１１６ 

０．０３９ 
０．１０３ 
０．１７３ 
０．００５ 
０．０３０ 

０．０３６ 
０．１３０ 
０．２３２ 
０．０２７ 
０．１６６ 

０．００８ 
０．０１７ 
ー０．１００ 
０．０１１ 
０．０１９ 

０．００６ 
０．０１８ 
ー０．１１５ 
０．０１９ 
０．１２０ 

０．０４０ 
０．１３９ 
０．２１６ 
０．０２０ 
０．１６１ 

０．０１２ 
０．０１５ 
ー０．０７９ 
０．００１ 
ー０．１１６ 

０．０４３ 
０．１２９ 
０．１７５ 
０．００５ 
０．０３０ 

０．０３５ 
０．１５４ 
０．２６４ 
０．０２７ 
０．１６６ 

（４３７） （２４９） （１８８） 

０．０１５ 
０．０１６ 
ー０．１１１ 
０．０１１ 
０．０１９ 

０．００６ 
０．０２５ 
ー０．１２０ 
０．０１９ 
０．１２０ 

０．０３６ 
０．０８６ 
０．１８８ 
０．０２０ 
０．１６１ 

０．０２７ 
０．００５ 
ー０．０９９ 
０．００１ 
ー０．１１６ 

０．０３４ 
０．０７０ 
０．１７９ 
０．００５ 
０．０３０ 

０．０３５ 
０．１０３ 
０．１９９ 
０．０２７ 
０．１６６ 

平均値 

０７．３～０９．３ 

資料　全国銀行協会『全国銀行財務諸表分析』各年度版, 内閣府ホームページ, 財務省『法人企
業統計年報』各年版 

標準偏差 標準偏差 標準偏差 
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（１） 推計結果

推計結果は，第２表のとおりである。

まず，地域銀行全行を対象にした推計を

みると，自己資本比率変化率の係数は，07

年３月期以降で予想に反して負で有意とな

った。不良債権比率変化率の係数は，予想

どおり負で有意となった。GDP変化率の係

農林金融2010・9
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数は，03年３月期～09年３月期では予想ど

おり正で有意となったが，07年３月期以降

では予想に反して負で有意となった。売上

高経常利益率変化率の係数は，03年３月期

～09年３月期では負で有意となったが，07

年３月期以降では正で有意となった。

次に，地銀のみを対象にした推計結果で

あるが，その内容は，地域銀行全行の場合

とほぼ同様と言えるものであった。

第二地銀のみを対象にした推計結果にお

いて注目すべきは，03年３月期～06年３月

２　貸出行動への影響に

ついての推計結果と考察

Ⅰ
地
域
銀
行
全
行 

Ⅱ
地
銀 

Ⅲ
第
二
地
銀 

Ⅳ
国
際
統
一
基
準
行 

Ⅴ
国
内
基
準
行 

自己資本比率変化率 
不良債権比率変化率 
GDP変化率 
売上高経常利益率変化率 

自由度修正済決定係数 

推計モデル 

自己資本比率変化率 
不良債権比率変化率 
GDP変化率 
売上高経常利益率変化率 

自由度修正済決定係数 

推計モデル 

自己資本比率変化率 
不良債権比率変化率 
GDP変化率 
売上高経常利益率変化率 

自由度修正済決定係数 

推計モデル 

自己資本比率変化率 
不良債権比率変化率 
GDP変化率 
売上高経常利益率変化率 

自由度修正済決定係数 

推計モデル 

自己資本比率変化率 
不良債権比率変化率 
GDP変化率 
売上高経常利益率変化率 

自由度修正済決定係数 

推計モデル 

（注）　有意水準の欄で, ＊＊＊, ＊＊, ＊は, それぞれ１％, ５％, １０％の水準で有意であることを示す。 

第2表　推計結果（被説明変数：貸出額変化率） 

ー０．０１１ 
ー０．０３２ 
０．７３１ 
ー０．１２１ 

 

 

ー０．０２９ 
ー０．０１９ 
０．９１８ 
ー０．１６６ 

 

 

ー０．００１ 
ー０．０４２ 
０．５０９ 
ー０．０６１ 

 

 

０．０８５ 
ー０．０５２ 
１．１５１ 
ー０．２４７ 

 

 

ー０．０１０ 
ー０．０３０ 
０．６９２ 
ー０．１１２ 

０３.３～０９．３ ０３．３～０６．３ ０７．３～０９．３ 

係数 

ー１．１０５ 
ー５．４５４ 
５．３２７ 
ー７．０８９ 

０．０９５ 

   

 ー１．７０８ 
ー２．５１４ 
５．４４１ 
ー７．８９２ 

０．１７１ 

 

ー０．０７８ 
ー４．６６８ 
２．３０８ 
ー２．２０４ 

０．０６８ 

 

１．４５９ 
ー３．８４８ 
３．５７８ 
ー５．９６６ 

０．５８５ 

 

ー０．９４６ 
ー４．７３９ 
４．７７１ 
ー６．１７４ 

０．０７５ 
 

ｔ値 

変量効果モデル 

変量効果モデル 

変量効果モデル 

変量効果モデル 

固定効果モデル 

 
*** 
*** 
*** 
 

* 
** 
*** 
*** 
 

 
*** 
** 
** 
 

 
*** 
*** 
*** 
 

 
*** 
*** 
*** 
 

固定効果モデル 

変量効果モデル 

固定効果モデル 

固定効果モデル 

固定効果モデル 

 
*** 
*** 
*** 
 

 
*** 
*** 
*** 
 

** 
 
*

 
 
*** 
 

 
*** 
*** 
*** 
 

固定効果モデル 

固定効果モデル 

固定効果モデル 

固定効果モデル 

固定効果モデル 

*** 
** 
* 
* 
 

*** 
 
** 
** 
 

 
*

 

*** 
*

有意水準 係数 ｔ値 有意水準 係数 ｔ値 有意水準 

０．０２３ 
ー０．０３８ 
１．２７９ 
ー０．１７８ 

 

 

ー０．０２１ 
ー０．０５１ 
１．３５５ 
ー０．２７９ 

 

 

０．０４６ 
ー０．０２７ 
１．０７０ 
ー０．０３９ 

 

 

ー０．１２７ 
ー０．００４ 
４．０５０ 
ー０．１５４ 

 

 

０．０２６ 
ー０．０３６ 
１．１６１ 
ー０．１７０ 

１．３４８ 
ー３．４５７ 
３．３９５ 
ー３．３９８ 

０．４０３ 

 

１．３４８ 
ー３．４５７ 
２．７７０ 
ー４．２１１ 

０．１４８ 

 

２．１５２ 
ー１．５４０ 
１．８９８ 
ー０．４６８ 

０．４９７ 

 

ー１．０８６ 
ー０．１４８ 
３．１３４ 
ー０．９２９ 

０．４６４ 

 

１．４４１ 
ー３．０８４ 
２．９４９ 
ー３．０６４ 

０．４０２ 
 

ー０．０４５ 
ー０．０１７ 
ー１．５４４ 
０．２４８ 

 

 

ー０．０５５ 
０．００５ 
ー２．０９０ 
０．３１８ 

 

 

ー０．０３０ 
ー０．０３２ 
ー０．４３４ 
０．０９０ 

 

 

０．０００ 
ー０．０２５ 
ー３．７９３ 
０．５６４ 

 

 

ー０．０４３ 
ー０．０１５ 
ー１．２９２ 
０．２１０ 

 

ー３．２２４ 
ー２．０８２ 
ー１．９０５ 
１．８６４ 

０．４８５ 

 

ー２．８１３ 
０．４９２ 
ー２．１５３ 
１．９９４ 

０．５３２ 

 

ー１．５０６ 
ー２．７５１ 
ー０．３２３ 
０．４１０ 

０．４２３ 

 

０．００４ 
ー１．１１７ 
ー１．５９５ 
１．３８９ 

０．５７４ 

 

ー３．０３２ 
ー１．８３９ 
ー１．５０３ 
１．４９１ 

０．４７５ 
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期で自己資本比率変化率の係数は予想どお

り正で有意となったことである。

国際統一基準行のみを対象にした推計で

は，03年３月期～09年３月期で自己資本比

率変化率の係数が予想どおり正となったが

有意にはならなかった。

最後に，国内基準行のみを対象にした推

計は，地域銀行全行や地銀のみを対象にし

た推計とほぼ同様と言えるものであった。

（２） まとめと考察

自己資本比率規制による影響に絞れば，

上記（1）の推計結果から，03年３月期～06

年３月期で第二地銀において自己資本比率

が下がれば（上がれば）貸出額を減らした

（増やした）という貸出行動が示唆され，07

年３月期以降では，逆の貸出行動すなわち

自己資本比率が下がれば（上がれば）貸出

額を増やした（減らした）貸出行動が，特

に地銀あるいは国内基準行において示唆さ

れた。

しかし，07年３月期以降の結果について

はリーマンショック直後の特殊事情に留意

しなくてはいけないだろう。その特殊事情

とは世界的な資本市場の機能停止ないしは

機能不全とそれに伴う銀行貸出への一時的

な需要の高まりのことである。
（注16）

具体的には，

08年秋から09年春にかけてCP市場や社債

市場が十分に機能しなくなり（CPや社債の

発行ができなくなり），それまで資本市場か

ら資金調達でき，銀行借入には頼っていな

かった優良企業までもが銀行貸出を求める

ようになった現象である。このような状況
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下，金融危機による資産価格下落などによ

って銀行の自己資本比率が下がっても，企

業サイドからの貸出へのニーズが強くなっ

たことによって貸出額は増える事態に至っ

た。その結果を反映して，自己資本比率変

化率の係数が負で有意となった可能性があ

る。このことは，GDP変化率の係数が負で

有意となり，売上高経常利益率変化率の係

数が正で有意となっていることにも整合的

である。つまり，GDP変化率と売上高経常

利益率変化率の動きから，景気後退が起こ

っても銀行貸出へのニーズは強く，収益力

の高い企業も銀行貸出を求めたという解釈

も成り立つ。

従って，07年３月期以降に見られる貸出

行動は，この点からの影響を見極めなくて

はならずバーゼルⅡ導入の影響についても

留保が必要である。しかし，自己資本比率

が下がれば（上がれば）貸出額を減らした

（増やした）というキャピタル・クランチの

考えに沿った貸出行動は見いだせなかった

ことは少なくとも指摘できよう。

（注16）この現象については広田（2009）が詳しい。

昨年末提示されたバーゼル銀行監督委員

会による改革案とその背景にあるバーゼル

Ⅱが有する問題点を，Basel Committee on

Banking Supervision（2009ａ，2009ｂ）

および北野・青崎（2010）を参考にして簡

潔に整理してみると第３表のようになる。

３　今次金融危機で指摘された

バーゼルⅡの問題点



まず，自己資本の質，一貫性および透明

性の向上については，今次金融危機で自己

資本の質が改めて問われ，自己資本の部分

の定義がこれまであまり見直されず各国間

での一貫性や算出の透明性が低かったこと

が背景とされている。例えば，Shin（2009）

では，07年に破綻した英国金融機関ノーザ

ンロック（Northern Rock）の事例を使い，

普通株式のみの自己資本，普通株式と優先

株の自己資本，さらには普通株式と優先株

に劣後債務も加えた自己資本の３種類の自

己資本の乖離が年々広がっていたことを明

らかにしている。

次に，リスク捕捉の更なる強化について

は，カウンターパーティーリスクの把握が
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不十分であったことや外部格付の過度の依

存が背景とされている。例えば，古賀

（2009）は，今次金融危機発生までは，銀

行は証券化商品の組成者としてもあるいは

投資家としても外部の格付会社に依存する

インセンティブが強く，銀行の情報生産機

能が弱くなっていたことを説明している。

３番めのレバレッジ比率の導入について

は，バーゼルⅡが資産のリスクに応じてリ

スクウェイトを掛け合わせて算出されるた

めリスク感応的であることから，多くの銀

行でバーゼルⅡの枠組みでは低リスク資産

とみなされる資産を積み上げる行動，すな

わちレバレッジを高くして収益獲得をねら

う行動がとられたことが背景とされてい

１ 
自己資本の質,  
一貫性および 
透明性の向上 

資料　Ｂａｓｅｌ Ｃｏｍｍｉｔｔｅｅ ｏｎ Ｂａｎｋｉｎｇ Ｓｕｐｅｒｖｉｓｉｏｎ（２００９ａ, ２００９ｂ）および北野・青崎（２０１０）を参考にして作成 

第3表　バーゼルⅡ見直し案（市中協議文書）の骨子 
－２００９年１２月のバーゼル銀行監督委員会による改革案とその背景－ 

主な内容 背景・理由 

Tier１を主要な部分（以下「普通株式等」）とそれ
以外に分けて,「普通株式等」は普通株と内部留
保でのみ構成させ, 規制上の調整（資本の質を高
めるための調整）を原則「普通株式等」に適用。 
また,「普通株式等」以外のTier１およびTier２
の質も合わせて強化。 
さらに, ①「普通株式等」, ②Tier１, ③Tier１＋
Tier2の３種類の資本に対して, それぞれリスク
アセットに対する必要な比率を求める。 

２ 

リスク捕捉の 
更なる強化 

カウンターパーティーリスク（ある取引先と店頭
デリバティブ取引などがある場合, その取引先が破
綻したときに損失を被るリスク）の取扱いの強化。 
また, 外部格付への過度な依存の見直し。 

３ 

レバレッジ 
比率の導入 

４ 

プロシクリカリティー 
（景気循環増幅効果） 
の抑制 

プロシクリカリティーの４種類の抑制策を提示し, 
具体的な方法などは継続検討となった。 

５ 

流動性規制の 
新たな導入 

流動性カバレッジ比率（３０日間にわたる流動性に
関するストレス時においても高品質の流動資産の保
有を求める比率：「適格流動資産÷３０日間のストレス
機関に必要となる流動性」）と安定調達比率（より
長期の流動性管理の強化を促すための比率：「安定
資金調達額÷安定資金調達必要額」）の導入。 

これまで, 自己資本の部分の定義については, 
大きな見直しがなされてこなかったため, 各国
間で定義に関する一貫性が損なわれる状態と
なっていた。 
また, 自己資本の質が, 今次金融危機で改めて
問われた。 
さらに, リスクアセットに比べて, 自己資本はそ
の算出方法などの透明性が低かった。 

カウンターパーティーリスクが適切に把握され
ていなかった。 
また, 外部格付に依存することによって, 銀行自
身によるリスク評価がおろそかになるなどの負
のインセンティブが働いた。 

リスク感応的な自己資本比率は, プロシクリカリ
ティーの特性を潜在的に有していることが指摘
されてきた。 

今次金融危機で, 多くの銀行で流動性危機が発
生。これまで, 流動性リスク管理に関する規制が
不十分だった。 

資産のリスクに応じてリスク・ウェイトを掛け合
わせて算出するリスク感応的な自己資本比率の
補完として, リスク感応的ではないレバレッジ比
率を導入。 

自己資本比率は十分な水準であった銀行が過
度にレバレッジを高めていたことが明らかにな
った。 
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る。International Monetary Fund（2009）

は，今次金融危機発生前のノーマルなレバ

レッジ倍率（資産額÷普通株式）が25倍で

あったのに対して，08年末のユーロ圏にお

ける銀行の実際のレバレッジ倍率は40倍で

あったことを報告している。

４番めのプロシクリカリティー
（注17）

の抑制に

ついては，以前から指摘されたプロシクリ

カリティーが今次金融危機でも起こり景気

悪化をより激しくしたという指摘されるこ

とが背景とされている。しかし，このプロ

シクリカリティーについては定量的な分析

が十分になされておらず，その実態は未だ

把握されていないと言われている。
（注18）

最後の流動性規制の新たな導入について

は，今次金融危機で多くの銀行に流動性危

機が発生したことが背景とされている。例

えば，Morris and Shin（2008）は，実際

のデータを分析したうえで，金融監督規制

として，十分に流動性のある資産の保有お

よび長期債務のような十分に安定的な資金

調達の２点を提唱している。

（注17）プロシクリカリティーとは，景気後退期に
は，貸倒れ等のダウンサイド・リスク増加に対
応して所要自己資本が上昇するため銀行貸出減
少などが起こり更なる景気後退への圧力がかか
る一方，景気拡大期には，その逆の現象が起こ
り更なる景気拡大への圧力がかかることを言う。
例えば，Kashyap and Stein（2004）を参照。

（注18）西村（2009）参照。

上記３で挙げたバーゼルⅡの問題点が地
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域銀行に与えた影響を確かめるため，05年

３月期～09年３月期を対象にして可能な範

囲で検証を行った。

自己資本の質，一貫性および透明性の向

上についてはTier1のうち優先株を除いた

部分のリスク調整済自己資本に占める比率

に関する検証，リスク捕捉の更なる強化に

ついては審査体制の充実度（本部人員数に

占める審査担当部人員数の比率）に関する検

証，レバレッジ比率の導入については自己

資本比率とレバレッジ比率の差に関する検

証，そして，流動性規制の新たな導入につ

いては現金預け金・国債の負債に対する比

率および負債のうち個人預金が占める比率

に関する検証をそれぞれ行った。
（注19）

なお，問

題点のうちプロシクリカリティーに関する

検証は，前述のとおりその実態は十分には

把握されておらず容易には検証できないこ

とから，実施しなかった。具体的には，以

下の（1）～（4）のとおりである。

（注19）２で行った推計の場合と同様，銀行特性や
規制内容による相違の可能性を確かめるため，
地域銀行全行を対象にした検証のほか，地銀の
みを対象にした検証，第二地銀のみを対象にし
た検証，国際統一基準行のみを対象にした推計
および国内基準行のみを対象にした推計も行っ
た。また，２と同様，預金保険法102条第１項の
３号による措置で一時国有化された銀行をサン
プルからはずした。

（１）Tier1のうち優先株を除いた部分の

リスク調整済自己資本に占める比率

バーゼルⅡが定めるリスク調整済自己資

本は，中核的な基本的項目であるTier1と

補完的項目であるTier2によって構成され

ており，Tier1には普通株，内部留保のほ

４　バーゼルⅡの問題点の

検証方法と使用データ



か優先株なども含まれているが，
（注20）

Tier1の

うち優先株などを除いた部分が最も質が高

い自己資本と一般に考えられており，第３

表で示した見直し案でもその考えに沿って

いる。

この観点から，このTier1のうち優先株

を除いた部分のリスク調整済自己資本に占

める比率が，バーゼルⅡ導入以降どの程度

変化したかについて検証し，
（注21）

地域銀行が自

己資本の質を落とすという行動をとったか

否かを確かめた。なお，Tier1，そのうち

の優先株およびリスク調整済自己資本の各

データについては『金融ビジネス』の各年

SUMMER号より取得した。
（注20）詳細は佐藤（2007）参照。
（注21）普通株と内部留保を除くTier1には優先株
以外の項目も含まれているが，本稿では検証の
簡便性を優先して，除外する対象を金額的に最
も影響が大きい優先株に限ることにした。

（２） 本部人員数に占める審査担当部

人員数の比率

バーゼルⅡが外部の格付会社への過度の

依存を促し，その結果銀行自身によるリス

ク評価がおろそかになったという指摘に対

しては，銀行自身によるリスク評価活動の

代理変数として審査体制の充実度を確かめ

ることにした。

審査体制の充実度については，富山・深

尾・隋・西村（2001）に倣って，本部人員

数に占める審査担当部人員数の比率を使用

して検証したが，部署名から審査担当部を

特定できない銀行はサンプルから除外し

た。なお，本部人員数および審査担当部人

員数の各データについては，日本金融通信
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社『日本金融名鑑』各年度版より取得し

た。

（３）自己資本比率とレバレッジ比率の差

バーゼルⅡが，規制の対象にならないレ

バレッジを高める誘因を銀行に与えたとい

う指摘に対しては，バーゼルⅡに従って算

出した自己資本比率と分母をリスク調整済

資産額ではなくバランスシート上の総資産

額として算出したレバレッジ比率との差が

どれ位広がったかについて検証した。

なお，自己資本額とリスク調整済資産額

は日本金融通信社『ニッキン資料年報』の

各年度版より取得し，総資産額は全国銀行

協会『全国銀行財務諸表分析』の各年度版

より取得した。

（４） 現金預け金・国債の負債に対する

比率と負債のうち個人預金が占め

る比率

バーゼルⅡでは流動性に関する規制がな

されておらず，そのため今次金融危機では

流動性危機が想定以上に顕在化されたとい

う反省のもと，見直し案では第３表で示し

たとおり２種類の規制案（流動性カバレッ

ジ比率と安定調達比率）が提示された。

流動性カバレッジ比率は，高品質の流動

資産を多く保有するという考えに基礎を置

いていることから，代理変数として現金預

け金・国債の負債に対する比率を使って検

証を行った。一方，安定調達比率は，十分

に安定した資金調達（市場からの大口資金

の短期調達ではない資金調達）をより多くし
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なければならないという考えに基礎を置い

ていることから，代理変数として安定した

資金調達先と一般に考えられている個人預

金が負債に占める比率を使って検証を行っ

た。
（注22）

（注22）Shin（2009）も，個人預金の資金調達先
としての安定性について説明している。

上記４で説明した検証の結果とその考察

は，以下のようになる。

（１）Tier1のうち優先株を除いた部分の

リスク調整済自己資本に占める比率

Tier1のうち優先株を除いた部分のリス

ク調整済自己資本に占める比率の検証結果

は，第４表のとおりとなった。

第４表から，Tier1のうち優先株を除い

た部分のリスク調整済自己資本に占める比

率の低下は地域銀行では確認できず，むし

ろ，地域銀行のなかで国際統一基準行に限

れば，07年３月期以降この比率を上昇させ

ていることが統計的にも裏付けられた。

（２） 本部人員数に占める審査担当部

人員数の比率

本部人員数に占める審査担当部人員数の

５　バーゼルⅡの問題点の

検証結果と考察

０５.３ 
０６.３ 
０７.３ 
０８.３ 
０９.３ 

資料　『金融ビジネス』各年ｓｕｍｍｅｒ号       
（注）１　０９年３月期で, Ｔｉｅｒ１に占める優先株の金額が把握できない銀行が３行あり, それらの銀行もサンプルから

除外した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
２　平均値の差の検定は, 分散が等しくないと仮定した２標本によるｔ検定による。       

　　　　なお, ＊＊＊は１％有意水準, ＊＊は５％有意水準, ＊は１０％有意水準を示す。      

第4表　Tier1のうち優先株を除いた部分のリスク調整済自己資本に占める比率 

１１１ 
１１０ 
１０９ 
１０８ 
１０４ 

対象行数 

０．７４５６ 
０．７５３４ 
０．７２７７ 
０．７３６９ 
０．７２８７ 

平均値 

０．１７９８ 
０．１６０９ 
０．２２８７ 
０．１９９７ 
０．２０５３ 

０５年３月期と０７年３月期との差 
０５年３月期と０８年３月期との差 
０５年３月期と０９年３月期との差 

標準偏差 

０．６３９８ 
０．３３５７ 
０．６３７０ 

ｔ値 有意水準 

平均値の差の検定結果 決算期 

０５.３ 
０６.３ 
０７.３ 
０８.３ 
０９.３ 

６３ 
６３ 
６３ 
６３ 
６２ 

０．７５０８ 
０．７５５７ 
０．７４６０ 
０．７６４３ 
０．７６５１ 

０．１６９５ 
０．１５９１ 
０．１７６９ 
０．１５８５ 
０．１７３７ 

０５年３月期と０７年３月期との差 
０５年３月期と０８年３月期との差 
０５年３月期と０９年３月期との差 

０．１５３８ 
ー０．４５６７ 
ー０．４６１９ 

０５.３ 
０６.３ 
０７.３ 
０８.３ 
０９.３ 

４８ 
４７ 
４６ 
４５ 
４２ 

０．７３８７ 
０．７５０３ 
０．７０２７ 
０．６９８６ 
０．６７４９ 

０．１９２４ 
０．１６３４ 
０．２８２８ 
０．２４０８ 
０．２３４５ 

０５年３月期と０７年３月期との差 
０５年３月期と０８年３月期との差 
０５年３月期と０９年３月期との差 

０．７１１６ 
０．８７４０ 
１．３８２７ 

０５.３ 
０６.３ 
０７.３ 
０８.３ 
０９.３ 

９ 
９ 
９ 
８ 
８ 

０．７４２５ 
０．７２３６ 
０．７５５２ 
０．８５３７ 
０．９０６７ 

０．０７６３ 
０．０７５２ 
０．０７８１ 
０．０６９２ 
０．０７８６ 

０５年３月期と０７年３月期との差 
０５年３月期と０８年３月期との差 
０５年３月期と０９年３月期との差 

ー０．３２９４ 
ー２．９５８７ 
ー４．０９１５ 

０５.３ 
０６.３ 
０７.３ 
０８.３ 
０９.３ 

１０２ 
１０１ 
１００ 
１００ 
９６ 

０．７４５９ 
０．７５６０ 
０．７２５３ 
０．７２７６ 
０．７１３９ 

０．１８６２ 
０．１６６２ 
０．２３７４ 
０．２０３７ 
０．２０５６ 

０５年３月期と０７年３月期との差 
０５年３月期と０８年３月期との差 
０５年３月期と０９年３月期との差 

０．６８１６ 
０．６６２１ 
１．１３９５ 
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比率について，審査担当部が特定できた60

行を対象にした検証結果は第５表のとおり

となった。

第５表から，対象となった地域銀行では，

本部人員数に占める審査担当部人員数の比

率を変化させていなかったことが確認でき

た。
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（３）自己資本比率とレバレッジ比率の差

自己資本比率とレバレッジ比率の差につ

いての検証結果は，第６表のとおりとなっ

た。

第６表から，自己資本比率とレバレッジ

比率の差は，07年３月期以降地域銀行で拡

大していたことが確認できた。

（４） 現金預け金・国債の負債に対する

比率と負債のうち個人預金が占め

る比率

まず，現金預け金・国債の負債に対する

比率についての検証結果は，第７表のとお

りとなった。

０５.３ 

０７．３ 

０９．３ 

資料　日本金融通信社『日本金融名鑑』各年度版  

第5表　本部人員数に占める審査担当部人員数 
の比率　　　　　　　　　　 

 

６０ 

決算期 対象行数 

０．０９２１ 

０．０９２７ 

０．０９２０ 

平均値 

０．０４２３ 

０．０４１６ 

０．０４３４ 

標準偏差 

０５.３ 
０６.３ 
０７.３ 
０８.３ 
０９.３ 

資料　日本金融通信社『ニッキン資料年報』各年度版, 全国銀行協会『全国銀行財務諸表分析』各年度版      
（注）　平均値の差の検定は, 分散が等しくないと仮定した２標本によるｔ検定による。  
　　　なお, ＊＊＊は１％有意水準, ＊＊は５％有意水準, ＊は１０％有意水準を示す。      

対象行数 平均値 
（％） 

０５年３月期と０７年３月期との差 
０５年３月期と０８年３月期との差 
０５年３月期と０９年３月期との差 

標準偏差 
（％） 

ｔ値 有意水準 

平均値の差の検定結果 決算期 

０５.３ 
０６.３ 
０７.３ 
０８.３ 
０９.３ 

０５年３月期と０７年３月期との差 
０５年３月期と０８年３月期との差 
０５年３月期と０９年３月期との差 

０５.３ 
０６.３ 
０７.３ 
０８.３ 
０９.３ 

０５年３月期と０７年３月期との差 
０５年３月期と０８年３月期との差 
０５年３月期と０９年３月期との差 

０５.３ 
０６.３ 
０７.３ 
０８.３ 
０９.３ 

０５年３月期と０７年３月期との差 
０５年３月期と０８年３月期との差 
０５年３月期と０９年３月期との差 

０５.３ 
０６.３ 
０７.３ 
０８.３ 
０９.３ 

０５年３月期と０７年３月期との差 
０５年３月期と０８年３月期との差 
０５年３月期と０９年３月期との差 

地
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行
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第6表　自己資本比率（自己資本額÷リスク調整済資産額） 
　　　　　　　とレバレッジ比率（自己資本額÷総資産額）の差　　　　 

１１１ 
１１０ 
１０９ 
１０８ 
１０７ 

４．４５９５ 
４．５８９２ 
４．８５９４ 
４．８３７８ 
４．８８０４ 

１．１３９１ 
１．０３２４ 
１．２４５０ 
１．２８８９ 
１．１９５０ 

ー２．４７２７ 
ー２．２８８５ 
ー２．６４８０ 

６３ 
６３ 
６３ 
６３ 
６３ 

４．９５９７ 
５．０４４３ 
５．４０２７ 
５．３５８４ 
５．３４２６ 

１．０９２４ 
０．９３６４ 
１．１６２４ 
１．１６８０ 
１．１５６１ 

ー２．１８６７ 
ー１．９６３２ 
ー１．８９５５ 

４８ 
４７ 
４６ 
４５ 
４４ 

３．８０３０ 
３．９７９３ 
４．１１５２ 
４．１０８８ 
４．２１８７ 

０．８２１５ 
０．８１８４ 
０．９２９７ 
１．０７９８ 
０．９０３０ 

ー１．７０４２ 
ー１．５１３２ 
ー２．２７７３ 

９ 
９ 
９ 
８ 
８ 

５．０９２９ 
４．９２０１ 
５．６０５７ 
５．６５８０ 
５．５３１８ 

０．４７０１ 
０．４９７３ 
０．８３２４ 
０．８７６５ 
０．９４５５ 

ー１．５１７２ 
ー１．５２４８ 
ー１．１１３７ 

１０２ 
１０１ 
１００ 
１００ 
９９ 

４．４０３６ 
４．５５９８ 
４．７９２２ 
４．７７２２ 
４．８２７８ 

１．１６３６ 
１．０６２２ 
１．２５４０ 
１．２９４０ 
１．１９７６ 

ー２．２７０４ 
ー２．１１６５ 
ー２．５３３１ 

 

** 
** 
**

** 
** 
***

** 
* 
*

* 
* 
**



ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。

農林金融2010・9
14 - 520

の質を低下させたことや審査体制を弱体化

させたことはなかったが，レバレッジを拡

大させた行動は確認された。また，流動性

管理に関しては，流動性のある資産の保有

を減少させた一方で，安定した資金調達と

言える個人預金の比重は上昇させたことが

認められた。

なお，上記（1）～（4）の検証は，バーゼ

ルⅡの問題点を可能な範囲で検証したもの

であり，それぞれの検証対象と自己資本比

率規制との関連が十分には確認できないこ

とに留意が必要である。つまり，検証範囲

が限られたものであるだけではなく，各検

証対象の内容は自己資本比率規制あるいは

バーゼルⅡ導入以外の要因によってもたら

第７表から，現金預け金・国債の負債に

対する比率を，07年３月期以降地域銀行は

減少させていることが確認できた。

次に，負債のうち個人預金の占める比率

についての検証結果は第８表のとおりとな

った。

第８表から，負債のうち個人預金の占め

る比率は，07年３月期以降上昇させている

ことが確認できた。

（５） まとめと考察

上記（1）～（4）の検証結果をまとめると

次のようになる。

地域銀行では，バーゼルⅡの問題点とし

て指摘されている問題点のうち，自己資本

０５.３ 
０６.３ 
０７.３ 
０８.３ 
０９.３ 

資料　全国銀行協会『全国銀行財務諸表分析』各年度版         
（注）　平均値の差の検定は, 分散が等しくないと仮定した２標本によるｔ検定による。  
　　　なお, ＊＊＊は１％有意水準, ＊＊は５％有意水準, ＊は１０％有意水準を示す。      

第7表　現金預け金・国債の負債に対する比率 

対象行数 平均値 

０５年３月期と０７年３月期との差 
０５年３月期と０８年３月期との差 
０５年３月期と０９年３月期との差 

標準偏差 

ｔ値 有意水準 

平均値の差の検定結果 決算期 

０５.３ 
０６.３ 
０７.３ 
０８.３ 
０９.３ 

０５年３月期と０７年３月期との差 
０５年３月期と０８年３月期との差 
０５年３月期と０９年３月期との差 

０５.３ 
０６.３ 
０７.３ 
０８.３ 
０９.３ 

０５年３月期と０７年３月期との差 
０５年３月期と０８年３月期との差 
０５年３月期と０９年３月期との差 

０５.３ 
０６.３ 
０７.３ 
０８.３ 
０９.３ 

０５年３月期と０７年３月期との差 
０５年３月期と０８年３月期との差 
０５年３月期と０９年３月期との差 

０５.３ 
０６.３ 
０７.３ 
０８.３ 
０９.３ 

０５年３月期と０７年３月期との差 
０５年３月期と０８年３月期との差 
０５年３月期と０９年３月期との差 
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地
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国
内
基
準
行 

Ⅴ 
１１１ 
１１０ 
１０９ 
１０８ 
１０７ 

０．１５３１ 
０．１４７８ 
０．１４０３ 
０．１３０７ 
０．１３５８ 

０．０３８１ 
０．０３８９ 
０．０３８０ 
０．０３７５ 
０．０３９８ 

２．４７２４ 
４．３６７２ 
３．２６４２ 

６３ 
６３ 
６３ 
６３ 
６３ 

０．１５３９ 
０．１４７０ 
０．１３７０ 
０．１２５９ 
０．１３３６ 

０．０３６７ 
０．０３７７ 
０．０３６１ 
０．０３６６ 
０．０４３０ 

２．５７６２ 
４．２５２８ 
２．８３０４ 

４８ 
４７ 
４６ 
４５ 
４４ 

０．１５２１ 
０．１４８８ 
０．１４４９ 
０．１３７４ 
０．１３８９ 

０．０３９９ 
０．０４０４ 
０．０４０１ 
０．０３７８ 
０．０３４６ 

０．８６３３ 
１．８０５３ 
１．６７３９ 

９ 
９ 
９ 
８ 
８ 

０．１４１６ 
０．１２７３ 
０．１１８１ 
０．１０９９ 
０．１１４６ 

０．０２６３ 
０．０１８１ 
０．０２５８ 
０．０２８４ 
０．０１８５ 

１．８０７５ 
２．２３０２ 
２．３１９７ 

１０２ 
１０１ 
１００ 
１００ 
９９ 

０．１５４１ 
０．１４９６ 
０．１４２３ 
０．１３２３ 
０．１３７５ 

０．０３８９ 
０．０３９７ 
０．０３８３ 
０．０３７７ 
０．０４０６ 

２．１５６２ 
４．０２６３ 
２．９５１７ 

* 
** 
**

** 
*** 
***

** 
*** 
***

** 
*** 
***

 
* 
*



された結果ではないかという批判も退けら

れないので，検証結果による解釈は限定的

にならざるを得ない。しかし，地域銀行の

行動に見られる傾向について，バーゼルⅡ

の問題点と指摘される観点から確かめたと

いう意味では意義はなくならないと考え

る。この立場から検証結果を解釈するなら

ば，次のような解釈が可能だろう。

現在考えられているバーゼルⅡ見直し案

のうち，レバレッジ比率の導入および流動

性カバレッジ比率の導入は，これらの規制

案が目指す方向に地域銀行の行動を導くた

めには必要だと言えよう。一方，自己資本

の質の向上，リスク捕捉の更なる強化，お

よび安定調達比率の導入を行う必要性は，
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必ずしも確認できなかった。

本稿は，自己資本比率規制が地域銀行の

行動に与える影響について実証的に検証す

ることを目的にして，自己資本比率規制の

地域銀行の貸出行動への影響を考察すると

ともに，現行の自己資本比率規制であるバ

ーゼルⅡの問題点の地域銀行への影響も考

察した。

改めて，本稿の推計・検証結果をまとめ

ると次のようになる。

自己資本比率が下がれば（上がれば）貸

出額を減らした（増やした）というキャピ

０５.３ 
０６.３ 
０７.３ 
０８.３ 
０９.３ 

資料　日本金融通信社『ニッキン資料年報』各年度版, 全国銀行協会『全国銀行財務諸表分析』各年度版            
（注）１　個人預金額が不明な銀行は、サンプルから除外した。   　　　　　　　　　　　　　　　

２　平均値の差の検定は, 分散が等しくないと仮定した２標本によるｔ検定による。       
　　　　なお, ＊＊＊は１％有意水準, ＊＊は５％有意水準, ＊は１０％有意水準を示す。      

第8表　負債のうち個人預金が占める比率 

対象行数 平均値 

０５年３月期と０７年３月期との差 
０５年３月期と０８年３月期との差 
０５年３月期と０９年３月期との差 

標準偏差 

ｔ値 有意水準 

平均値の差の検定結果 決算期 

０５.３ 
０６.３ 
０７.３ 
０８.３ 
０９.３ 

０５年３月期と０７年３月期との差 
０５年３月期と０８年３月期との差 
０５年３月期と０９年３月期との差 

０５.３ 
０６.３ 
０７.３ 
０８.３ 
０９.３ 

０５年３月期と０７年３月期との差 
０５年３月期と０８年３月期との差 
０５年３月期と０９年３月期との差 

０５.３ 
０６.３ 
０７.３ 
０８.３ 
０９.３ 

０５年３月期と０７年３月期との差 
０５年３月期と０８年３月期との差 
０５年３月期と０９年３月期との差 

０５.３ 
０６.３ 
０７.３ 
０８.３ 
０９.３ 

０５年３月期と０７年３月期との差 
０５年３月期と０８年３月期との差 
０５年３月期と０９年３月期との差 

地
域
銀
行
全
行 

Ⅰ 

地
銀 Ⅱ 

第
二
地
銀 

Ⅲ 

国
際
統
一
基
準
行 

Ⅳ 

国
内
基
準
行 

Ⅴ 

１０６ 
１０５ 
９６ 
１０６ 
１０７ 

０．６９１９ 
０．６８９０ 
０．６９３１ 
０．７０６９ 
０．７０６０ 

０．０５８８ 
０．０６７７ 
０．０５８９ 
０．０６０１ 
０．０６０６ 

ー０．１４９４ 
ー１．８２５５ 
ー１．７１３６ 

６３ 
６３ 
５７ 
６３ 
６３ 

０．６６４７ 
０．６６２５ 
０．６６８８ 
０．６８１１ 
０．６８３７ 

０．０４７５ 
０．０６３９ 
０．０５１６ 
０．０５０４ 
０．０５２８ 

ー０．４４９３ 
ー１．８６４１ 
ー２．１０４０ 

４３ 
４２ 
３９ 
４３ 
４４ 

０．７３１７ 
０．７２８７ 
０．７２８６ 
０．７４４５ 
０．７３７８ 

０．０５０５ 
０．０５２２ 
０．０５０２ 
０．０５２８ 
０．０５６６ 

０．２７０２ 
ー１．１４３５ 
ー０．５３０９ 

９ 
９ 
９ 
８ 
８ 

０．６６４０ 
０．６５０５ 
０．６６０４ 
０．６６３７ 
０．６６９２ 

０．０３８３ 
０．０４７６ 
０．０４２７ 
０．０３９１ 
０．０４２７ 

０．１６７５ 
０．０１５０ 
ー０．２４９８ 

９７ 
９６ 
８８ 
９８ 
９９ 

０．６９４５ 
０．６９２６ 
０．６９６１ 
０．７１０４ 
０．７０８９ 

０．０５９７ 
０．０６８２ 
０．０５９２ 
０．０６０２ 
０．０６０８ 

ー０．１８４８ 
ー１．８４５０ 
ー１．６７１３ 

 
* 
*

 
* 
*

 
* 
**
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タル・クランチの考えに沿った貸出行動

は，03年３月期～06年３月期の第二地銀で

見られたが，07年３月期以降では見られな

かった。また，バーゼルⅡの見直し案とし

て昨年末バーゼル銀行監督委員会で提示さ

れた内容のうち，レバレッジ比率と流動性

カバレッジの導入は効果的と言えるが，自

己資本の質の向上，リスク捕捉の更なる強

化，および安定調達比率導入については，

それらの必要性を必ずしも確認できなかっ

た。

本稿の推計・検証方法については，既述

のとおりより一層の精緻化・高度化が必要

であり，推計・検証結果にもとづく解釈は

限定的とならざるをえないが，そのことを

十分留意したうえで，地域銀行への自己資

本比率規制適用に関するインプリケーショ

ンを述べるならば次の２点が指摘できる。

①キャピタル・クランチが03年３月期～

06年３月期の第二地銀で生じていたことを

考えると，自己資本比率規制強化によって

再びキャピタル・クランチが起きる可能性

を排除できない。

②現在提示されているバーゼルⅡの見直

し案には，必ずしも導入の必要性を確認で

きない内容も含まれている。従って，見直

し案をそのまま適用することについては，

慎重な対応が求められる。

最後に，今後の課題として，地域銀行以

外の業態も分析対象に加えていくことおよ

び銀行行動の実体経済への影響に関する研

究にも取り組んでいくことを挙げておきた

い。
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話
談

室

日本の食料自給率は近年は40％前後（カロリーベース）で推移しているが，こ

の率に対して危機的感覚を覚える人が多い。マスコミでも2008年の国際食料価

格の高騰を機に「食料危機」という言葉さえ頻繁に使われるようになった。日

本の「食料安全保障が危ない」というイメージに連動させている。また，政治

家も「有事の際に･･･」という表現で，現在の自給率を憂いている。

ここで，食料安全保障を本当に脅かすものは何であるか，ということを考え

てみたい。2008年の国際価格の高騰はあとで述べることにして，それ以前の日

本での混乱は1993年の不作によるコメ価格の高騰であろう。「平成の米騒動」と

呼ばれた。このときには，1993年産のコメの作況指数が74にまで落ちた。予想

されていた量の74％しか生産できなかったということである。このため政府は，

年末から翌年にかけて250万トンという史上まれに見るコメ輸入に奔走すること

になる。

1994年と言えば，1995年からWTOのMA米の輸入が始まる前のことである。

そのころの日本はコメの輸入先については非常に乏しい情報しか持ち合わせて

いなかった。これは，商社も同じである。コメ貿易のパイプを持たない日本は

輸出国の情報に乏しく，一般に言われるコメの輸出国がどのようなコメをどれ

くらい輸出できるのか，また，世界最大のコメ生産国の中国でどのようなコメ

をどこでどれくらいの量で生産しているのか，そのような情報がないのである。

当然ながら手探りの模索が始まった。「泥棒を見て縄をなう」ような話である。

一方，コメの輸出国においても，輸入しない日本へ向けたコメなぞ，当時は

とても生産してはいない。当然ながら国際コメ市場で大混乱が起きる。日本が

緊急輸入を始める前の1993年は精米１トン当たり200ドルを割ってコメの国際価

格は低迷していた。そこへ日本の緊急輸入ということで，国際市場は混乱と同

時に久々の活気を呈したことも事実である。国際価格は1994年２月には390ドル

（タイ産米100％Ｂ）へと２倍近くにまで上昇した。日本の期待する品質のコメは

不十分にしか入手できなかったが，コメの国際市場は沸いた。日本政府として

はどんなコメでもとにかく量だけは確保して日本国民の不安を抑えたい，とい

自給率と食料安全保障の混同
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う気持ちであっただろう。国内では輸入米は概して不人気であった。

こうした不測の災害はいつやってくるかわからない。自然災害の力は膨大で

その前において人類の力は無に等しい。現代の高度な技術を持ってしても，台

風一つさえ，我々は避けることができないのである。そのような台風一つが日

本列島を九州から本州，北海道まで縦断したなら，その年の日本の食料自給率

は一気に下がるであろう。食料安全保障は自給率が高かろうと低かろうと，自

然の力に対抗する力を持たない日本にとって，実に危ういのである。これはど

この国も同じであるが，国土の狭い日本においては特にそうである。

さらに「有事の際に･･･」という表現がある。これは戦争状態のことを暗にさ

し，日本への食料供給が途絶える，ということをほのめかしている。しかし，

このようなことを政府が誤って発生させた場合には，途絶えるのは食料だけで

なく，石油もそうである。石油に頼っている日本農業はマヒ状態となる。その

点では，食料の備蓄が重要であるが，備蓄は必ずしも国産の食料によるわけで

はない。それ以前に「有事」を発生させるような無能な政府を作ってはならな

いし，「有事」の言葉を発して食料供給の危機感をあおるような政府や政治家を

持ってはならないのである。

世界の食料増産力は日本での想像を遙かに超えたものがある。2008年の世界

の穀物生産は前年に比べ何と5.1％の伸びを示した。価格の上昇で世界の農家が

大きな刺激を受けたのである。その刺激とは，除草や水管理，施肥，遊休農地

の再生産など，単収を上げる努力から生産面積を拡大することまで，あらゆる

面で世界の農家を刺激したのである。その後も世界の食料生産はコムギを除き

速いスピードで増産されている。1990年代以降，価格の低迷で生産が下降気味

で推移していたコムギは2008年の価格の高騰で生産は急増した。

自給率の向上があたかも食料安全保障を強めるかに見えるが，そうではない。

よって，日本より国土の狭いシンガポール，台湾，韓国が日本よりも高い率で

穀類の輸入を行っている。国内産では生産コストが高い上に自然災害には抗し

きれないのだ。一国においては，そのような「自給率」と「食料安全保障」の

違いをしっかりと認識した上で，将来の農業・食料需給のあり方を考えていく

必要がある。同時に，途上国など海外における食料増産への支援が重要となろ

う。

（九州大学大学院農学研究院・教授　伊東正一・いとうしょういち）
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日本の公的年金制度の現状と今後の方向

〔要　　　旨〕

１　日本の公的年金制度は，一定の年齢条件等に達したすべての国民が加入する国民年金
（基礎年金）制度と，民間サラリーマンが加入する厚生年金保険制度や公務員等が加入する
共済年金制度からなる被用者年金制度の２階建ての構造である。

２　国民年金や厚生年金の保険料収入や年金給付費などの資金は，年金特別会計の年金勘定
で管理される。国民年金勘定は，第１号被保険者にかかる資金を管理しているが，2002年
度に単年度収支が赤字となり，以後赤字幅が拡大している。財政悪化の要因として，被保
険者のなかで臨時・パートなどの非正規雇用者のシェアが高まり，保険料の全額免除者の
増加や納付率低下を招いていることなどがある。厚生年金勘定も，98年度ごろから黒字が
縮小し，03年度に赤字となり，05年度以降赤字幅が拡大している。運用収入の減少もある
が，雇用や賃金の低迷で保険料収入が伸び悩んでいることの影響が大きい。

３　少子高齢化の進行に対応し，厚生年金の支給乗率の引下げや支給開始年齢の引上げなど
が実施されているが，04年には，保険料水準固定方式とセットでマクロ経済スライドが導
入された。マクロ経済スライドは，被保険者数の減少や平均寿命の延びなどを数値化した
スライド調整率を名目賃金（可処分所得）上昇率や消費者物価上昇率から差し引いて年金
額を計算し，年金制度の持続性を確保しようとするものである。しかし，日本経済の現状
はデフレ状態にあり，マクロ経済スライドが適用できる状態にない。デフレからの早期脱
却が急務である。

４　年金制度を変動する経済状況等に対応可能なものとするには，確定拠出型の要素を取り
入れる必要がある。たとえば，最低保証年金としての基礎年金は確定給付型を維持する一
方で，報酬比例の年金は，賃金や物価の変動，運用利回りの結果等に応じて，給付額が変
動するような制度とすることも一つの方向であろう。また，少子高齢化は経済情勢にかか
わらず進行するため，報酬比例の年金については賃金や物価の動向にかかわらずマクロ経
済スライドを実施することも検討されるべきであろうと思われる。基礎年金の国庫負担の
財源として，消費税の福祉目的税化と税率引上げなどが議論されているが，財政負担を極
力少なくして資金を効果的に使用するには，所得捕捉が可能な社会保障番号制度（納税者
番号制度）の確立が不可欠である。

専任研究員　鈴木　博
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公的年金問題が社会の関心を集めるよう

になって久しい。国民皆年金体制下にある

日本では，国民は公的年金への加入を義務

付けられ，現役期間中は保険料を支払い，

高齢になると年金を受け取る。これまでは，

保険料未納者の増加や年金記録漏れなどが

社会の関心を集めてきたが，本質的な問題

は，少子高齢化が進行するなかで，世代間

扶養（賦課方式）を前提とする現行制度が持

続可能なのか，問題があるとすればどのよ

うに改革すべきなのかといった点であろう。

本稿では，制度の持続性にかかる年金財

政の分析を中心に，公的年金制度の現状と

今後の改革の方向について考察する。

（１） 公的年金制度の仕組み

日本の公的年金制度は，一定の年齢条件

等に達したすべての国民が加入する国民年

金（基礎年金）制度，民間サラリーマンや

公務員などの被用者が加入する被用者年金

制度の２階建ての構造となっ

ている（第１図）。被用者年金

制度は，民間サラリーマンな

どが加入する厚生年金保険制

度と公務員などが加入する共

済年金制度からなる。

ａ　国民年金（基礎年金）制度

国民年金（基礎年金）制度

は，1959年制定の国民年金法

に基づくもので，当初は，農
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（注）１　カッコ内は０８年度末被保険者数（万人）。 
２　第２号被保険者等には, 第２号被保険者のほか６５歳以上の被用者年金制度
加入者を含む。 

第1図　日本の公的年金制度の概要 
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林漁業従事者や個人商店主などの自営業者

を対象としていたが，86年に基礎年金制度

が導入されて，後述の被用者年金制度の加

入者やその被扶養配偶者も含むものとなっ

た。すなわち，現行の国民年金（基礎年金）

制度は，日本に住所を有する20歳以上60歳

未満の者を第１号被保険者（上記の自営業

者や学生など），被用者年金制度の加入者を

第２号被保険者，第２号被保険者の被扶養

配偶者で20歳以上60歳未満の者を第３号被

保険者とし，被保険者期間が25年以上ある

者が65歳に達した時から定額の基礎年金を

支給する制度となっている。国民年金（基

礎年金）制度の被保険者数と受給権者数は

第２図のように推移しており，2008年度末

の被保険者数は6,844万人，受給権者数は

2,743万人である。

基礎年金には，被保険者が老齢（65歳）

になった時に支給される老齢年金，病気や

けがなどで障害を持った場合に支給される

障害年金，被保険者や年金受給者が死亡し

た場合に遺族に支給される遺族年金があ

る。このなかで中心となるのは，老齢基礎

年金であり，老齢基礎年金の年金額の計算

式は，第１表の１のようになる。

基礎年金の給付の財源は，第１号被保険

者から徴収する国民年金保険料，第２，３

号被保険者の保険料相当分として第２号被

保険者が加入する被用者年金制度からの拠

出金，および国庫負担金とで賄われる。国

庫負担は，09年度から基礎年金給付費の２

分の１へ引き上げられた。国民年金保険料

の月額は，第１表の２のように計算される

が，保険料の徴収については免除制度や猶

予制度がある。
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資料　国民年金法第７条, 第２６, ２７条, 第８７条などを参考にして筆者作成 

第1表　国民年金（基礎年金）の年金額と保険料の計算（０９年度の場合） 

１ 老齢基礎年金の年金額の計算 
　　　年金額（年額）＝満額支給額（７８０，９００円×改定率）×（保険料納付済月数＋保険料全額免除月数×４/８ 

＋保険料３/４免除月数×５/８＋保険料１/２免除月数×６/８＋保険料１/４免除月数×７/８）/４８０ 

２ 国民年金保険料の計算 
　　　月額保険料＝基準保険料（１４，７００円）×保険料改定率 

（注）１　満額支給額を計算する時の７８０，９００円は０４年財政再計算に基づくもの（０４年度基準額）であり, 改定率は賃金や物価の変動
等を参考に毎年度改定される。０９年度は改定率が１．００６であるので満額支給額は７８５，６００円となるが, 物価スライド特例措
置等により７９２，１００円となっている。 

２　基準保険料（１４，７００円）は０４年度基準額（１３，３００円）から０５年度以降毎年度２８０円ずつ引き上げられており、１６，９００円に達
した段階（１７年度の予定）で固定される。 

　　　　保険料改定率は賃金や物価の動向等を参考に毎年度改定されるが, 年金額計算の改定率とは異なる。０９年度の保険料改定
率は０．９９７であり, 月額保険料は１４，６６０円である。 

資料　厚生労働省年金局『厚生年金保険・国民年金事業の
概況』 

（注）１　被保険者には保険料免除者や猶予者, 未納者等を
含む。 
２　任意加入被保険者とは, ６０歳以上６５歳未満の自
営業者, ２０歳以上６５歳未満の在外邦人で国民年金
に加入している者。 

７，０００ 
（万人） 

６，０００ 
５，０００ 
４，０００ 
３，０００ 
２，０００ 
１，０００ 

０ 
８６年度 ９０ ９４ ９８ ０２ ０６ 

第2図　国民年金（基礎年金）制度の被保険者数と 
受給権者数の推移　　　　　　 

第３号被保険者 
第２号被保険者 
第１号・任意加入被保険者 

受給権者 



ｂ　厚生年金保険制度

厚生年金保険制度は，1944年制定の厚生

年金保険法に基づくもので，公的年金制度

のなかでは最も早く創設され，かつ，年金

財政として最大の規模を持つ年金制度であ

る。常時５人以上の従業員を使用する事業

所（適用事業所）とその従業員に強制適用

され，これらの事業所に常時勤務する70歳

未満の者が被保険者となる。厚生年金にも

老齢年金と障害年金，遺族年金があるが，

中心となるのは老齢厚生年金である。

老齢厚生年金は，老齢基礎年金の受給要

件を満たし，かつ，厚生年金の被保険者期

間を持つ者が，65歳に達した時から支給さ

れる報酬比例の年金である。また，老齢基

礎年金の受給要件を満たし，かつ，厚生年

金の被保険者期間が１年以上ある者が，60

歳に達したときから64歳までの間，特別支

給の厚生年金が支給される。具体的な年金

額の計算式は，第２表のようになる。

厚生年金の被保険者数と受給権者数は第

３図のように推移しており，08年度末の被

保険者数は3,444万人，受給権者数は2,907

万人となっている。第３図では，老齢厚生

年金の受給権者を老齢相当と通老相当に分

けているが，老齢相当とは被保険者期間が

25年以上の者で，学校を卒業し企業等に就

職して定年近くまで働いた者などがこれに

該当する。一方，通老相当は，被保険者期

間が25年未満の者で，卒業後就職して厚生
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資料　厚生年金保険法第４３条, 第４４条, 附則第８条などを参考にして筆者作成 

第2表　厚生年金の年金額の計算（０９年度の場合） 

１ ６５歳以上の報酬比例の老齢厚生年金額の計算 
　　　年金額（年額）＝平均標準報酬月額（再評価後）×（９．５/１,０００～７．１２５/１，０００）×０３年３月までの被保険者期間月数 

＋平均標準報酬額（再評価後）×（７．３０８/１,０００～５．４８１/１，０００）×０３年４月以降の被保険者期間月数 
＋加給年金額×改定率 
加給年金額は配偶者と第１, 第２子が２２４，７００円, 第３子以降が７４，９００円 

２ 特別支給（６０歳以上６４歳まで）の年金額 
　　　年金額（年額）＝定額部分＋報酬比例部分（上記１に同じ, 加給年金額を含む） 
　　　　　定額部分＝定額単価（１，６２８円×改定率）×政令で定める率×被保険者期間月数 

（注）１　上記１の年金額計算式の再評価後とは, 被保険者期間の平均標準報酬月額と平均標準報酬額を再評価率表によって現在の
賃金水準に引き直したもの。再評価率表は賃金や物価の変動等を参考に毎年度改定される。 

２　上記１のカッコ内の支給乗率は生年月日に応じて定められている。改定率は国民年金の改定率と同じものである（第１表の注
１も参照）。 

３　加給年金額×改定率は, ０９年度は物価スライド特例措置等により, 配偶者と第１子, 第２子が２２７，９００円, 第３子以降が７５，９００円
となっている。 

４　上記２の政令で定める率は生年月日に応じて定められている。 
５　現行の年金額の計算式は, 本来水準のもの（上記１と２）のほかに, 物価スライド特例措置や従前額保障などの過去の特例措
置等を反映したものがあり, これらのうち, 最も金額が大きいものが現実の年金額となる。 

資料　厚生労働省年金局『厚生年金保険・国民年金事業の
概況』 

（注）　老齢厚生年金の受給権者は老齢相当と通老相当に
分かれ, 老齢相当とは被保険者期間が２５年以上の者, 
通老相当は２５年未満の者である。 

３，５００ 
（万人） 

３，０００ 
２，５００ 
２，０００ 
１，５００ 
１，０００ 
５００ 
０ 
８６年度 ９０ ９４ ９８ ０２ ０６ 

第3図　厚生年金保険制度の被保険者数と 
　　　　　受給権者数の推移　　　　　　　　 

受給権者（遺族年金） 
受給権者（障害年金） 
受給権者（通老相当） 
受給権者（老齢相当） 

被保険者 



年金の被保険者となった者が，結婚等で退

職して専業主婦となり，老齢となって受給

権を得た者などが含まれる。08年度の受給

権者のうち，老齢相当の平均被保険者期間

は388月（約32年），通老相当の平均被保険

者期間は83月（約７年）である。

厚生年金の保険料は，実際の給与の額に

応じて割り付けられた標準報酬月額や標準

賞与額に同一の保険料率を乗じることによ

って計算され，09年度の保険料率は一般の

男子と女子の場合15.704％となっている。

保険料率は04年度以降毎年度0.354％ずつ

引き上げられており，18.3％に達した段階

（2017年度の予定）で固定されることになっ

ている。なお，厚生年金保険料は，被保険

者と事業主が折半で負担している。

以上に述べた国民年金と厚生年金は，制

度の運営主体が国であり，保険料の徴収や

年金給付などの事務処理は，09年までは厚

生労働省の外庁であった社会保険庁が行っ

ていたが，10年から日本年金機構に移管さ

れた。保険料として徴収された資金は政府

の年金特別会計で管理され，年金給付費な

どを支出した後の積立金の運用は，年金積

立金管理運用特別行政法人によって行われ

ている。

ｃ　共済年金制度

共済年金制度には，国家公務員を対象に

した国家公務員共済年金制度，地方公務員

を対象にした地方公務員共済年金制度，私

立学校教職員を対象にした私立学校教職員

共済年金制度がある。これらの共済年金制

度の運営主体は，各々，国家公務員共済組

合とその連合会，地方公務員共済組合とそ

の連合会，日本私立学校振興・共済事業団

であり，保険料（掛金）の徴収や年金給付

などの事務処理，積立金の運用などはこれ

らの運営主体によって行われる。これらの

３つの共済年金制度を合計した08年度末の

組合員（被保険者）数は447万人であり，受

給権者数は397万人である。

共済年金制度には，職域加算部分（前掲

第１図参照）などの独自のものも存在する

が，制度の内容はほぼ厚生年金に準じたも

のである。また，組合員数や財政規模など

も国民年金や厚生年金に比べれば小さい。

以下では，国が運営主体となっている国民

年金制度と厚生年金保険制度を中心に考察

していく。

（２） 年金財政の現状

ａ　年金特別会計の仕組み

公的年金のうち国が運営主体である国民

年金と厚生年金の資金は，厚生労働省が所

管する年金特別会計で管理される。年金特

別会計には，保険料収入や年金給付費，積

立金などの資金の管理を行う年金勘定と，

年金事務費などを管理する業務勘定とがあ

り，全体の概要は第４図のようになる。以

下では，年金勘定について考察していく。

国民年金にかかる資金を管理する国民年

金特別会計の年金勘定には，国民年金勘定

と基礎年金勘定とがある。1986年の基礎年

金制度の導入以降，国民年金勘定は，第１

号被保険者にかかる保険料収入や基礎年金
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拠出金にかかる国庫負担金，基礎年金制度

導入前（旧制度）の年金給付費，年金積立

金の管理などを行う勘定となっている。

一方，基礎年金勘定は，基礎年金給付に

関連して各制度から拠出された資金や，基

礎年金給付費，積立金などを管理する勘定

である。旧制度の年金給付（旧制度の国民

年金の給付や被用者年金制度の定額部分にか

かる給付）は各制度で行われるため，いっ

たん各制度から基礎年金拠出金として基礎

年金勘定に支払われた資金の中から，該当

分（旧制度年金給付費）が基礎年金交付金

として再び各制度に払い戻される。基礎年

金給付に要する費用は，09年度から国庫が

２分の１を負担することとなったが，国庫

負担金は，国民年金勘定や厚生年金勘定，

共済年金の場合には各共済組合やその連合

会など，各制度の資金を管理する勘定や運

営主体に直接一般会計から拠出される。

次に，厚生年金特別会計の厚生年金勘定

は，厚生年金にかかる資金（年金事務費等

は除く）の管理を行う勘定であり，被保険

者や事業主から払い込まれた保険料，国庫

負担金，積立金の運用収入などを主たる収

入とし，受給者への厚生年金の給付や被保

険者とその被扶養配偶者にかかる基礎年金

拠出金などを主たる支出としている。

共済年金にかかる資金は，特別会計では

なく，各共済組合やその連合会などにおい

て管理される。組合員や事業主（国や地方

公共団体，私立学校など）からの保険料（掛

金）や国庫負担金，積立金の運用収入など

が収入となり，共済年金給付費や基礎年金

拠出金などが主な支出項目となる。
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第4図　年金特別会計の仕組み 

資料　厚生労働省年金局・年金財政ホームページ「年金特別会計の仕組み」などを参考にして筆者作成 
（注）１　業務勘定は年金事務等に関する費用を管理する勘定。 

２　各制度から受給者に支給される年金給付費のみ実線表示。 
３　年金特別会計の勘定のみ太枠表示（年金特別会計には含まれない共済組合・同連合会等は標準線枠で表示）。 
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ｂ　国民年金（基礎年金）の財政の現状

1986年に導入された基礎年金は，65歳以

上のすべての国民に支給される定額の年金

であり，基礎年金給付の財源は，第１号被

保険者にかかる資金を管理する国民年金勘

定と厚生年金，共済年金の各制度からの拠

出金で賄われる。このため，基礎年金勘定

の財政は，基本的に収支均衡しており（第

５図），財政上の問題は特にない。

国民年金勘定では，第１号被保険者から

の保険料収入と国庫負担金，基礎年金勘定

からの基礎年金交付金，積立金の運用収入

が主たる収入となり，旧制度の国民年金給

付費と基礎年金拠出金が主たる支出であ

る。このうち，旧制度の国民年金給付費は

基礎年金交付金で賄われるため，国民年金

保険料と国庫負担金，積立金の運用収入で

基礎年金拠出金を賄っていくこととなる。

第６図は86年度以降の国民年金勘定の単

年度の収入と支出，収支尻の推移であるが，

内容を簡潔化するために，両建てとなって

いる基礎年金交付金と同金額の旧制度の国

民年金給付費をそれぞれ収入と支出から控

除して表示している（収支尻に影響はない）。

国民年金勘定の財政収支尻は，98年度ごろ

から黒字が縮小傾向となり，02年度に赤字

に陥って，以後赤字幅が拡大している。赤

字の原因は，基礎年金拠出金を中心とする

支出が増加傾向にある一方で，97年度ごろ

から収入が伸び悩んでいるためであり，な

かでも保険料収入の伸び悩みや運用収入の

落ち込みが顕著である。

国庫負担を除く収入のなかでウェイトが

大きい保険料収入についてみると，保険料

収入は，月額保険料×12か月×保険料納付

者数で計算されるが，保険料納付者数は，

おおむね，第１号被保険者数（任意加入を

含む）から保険料全額免除・猶予者数を控

除した納付対象者数に保険料納付率を掛け

たものである。
（注１）

第７図は国民年金勘定の保

険料収入と，月額保険料，保険料全額免除

割合，保険料納付率についてみたものであ

るが，保険料収入は97年度ごろから伸び悩

むようになり，00年度以降はやや減少傾向
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収支尻（右目盛） 

資料　第５図に同じ 
（注）１　原資料では「積立金より受入」が収入に含められ

ているが, 上図はこれを除いた単年度収支である。 
２　収入から基礎年金交付金を除き, 支出の年金給付
費から同じ金額を控除している（収支尻に影響はない）。 
３　０８年度末積立金残高７.７兆円（ピーク時０１年度末
９．９兆円）。　 
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第6図　国民年金勘定の財政状況 

収入 

支出 

資料　社会保障審議会年金数理部会『公的年金財政状況
報告（平成１９年度）』『平成２０年度財政状況－国民年金
（基礎年金）－』 

（注）　原資料は前年度繰越金を収入に含めて作成してい
るが, 上図はこれを除いた単年度収支である。 
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第5図　基礎年金勘定の財政状況 
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となり，06年度以降は落ち込みが顕著なも

のとなっている。第１号被保険者数は90年

代後半から01年度ごろまでは増加したが

（前掲第２図参照），全額免除割合が上昇し

たため納付対象者数の増加が抑制されたこ

とに加えて，納付率が低下したため，上記

のように保険料収入は伸び悩んだ。06年度

以降は第１号被保険者数が減少し（前掲第

２図参照），全額免除割合がやや上昇した

ことに加えて，納付率も低下し，保険料収

入の減少が顕著なものとなった。このよう

に，97年度ごろからの保険料収入の伸び悩

みは，保険料全額免除割合の上昇や保険料

納付率の低下によるところが大きい。

保険料全額免除割合の上昇や保険料納付

率の低下は，第１号被保険者の就業状況の

変化と関係がある。第８図は90年代後半以

降の第１号被保険者の就業状況についてみ

たものであるが，農林漁業者や個人商店主

などの自営業主やその家族従業者の割合が

低下する一方で，臨時・パートなどの非正

規雇用者の割合が上昇している。就業状況

別の保険料納付状況をみると，自営業主や

家族従業者の納付率が比較的高いのに対

し，臨時・パートや無職世帯で納付率が低

くなっている。また，保険料全額免除者の

就業状況をみても，臨時・パートなどの就

業者の割合が高くなっている。
（注２）

国民年金保

険料の全額免除割合の上昇や納付率の低下

は，第１号被保険者において自営業主や家

族従業者の割合が低下し，臨時・パートな

どの割合が上昇してきたことに原因がある。

臨時・パートなどの非正規雇用者は，本

来は厚生年金などの被用者年金制度に加入

すべき人達であるが，勤務時間等が加入条

件に合致せず，
（注３）

国民年金の第１号被保険者

となっている。こうした状況の背景には，

日本経済の成長力の低下で企業の雇用吸収

力が低下していることなどがあろう。

（注１）保険料納付率は，第７図（注１）のように
月数で計算したもので，人数で計算したもので
はない。従って，保険料納付者数の計算に納付
率を掛けるのは必ずしも正確ではないが，概算
値としては利用可能なものと思われる。
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資料　厚生統計協会『保険と年金の動向』各年版 
（注）１　保険料納付率は, 任意加入を含む第１号被保険者

が保険料を納付すべき月数（全額免除月数等は含まな
い）に対する納付した月数の割合。 
２　保険料全額免除割合＝（法定免除者数＋申請免除
者数＋学生納付特例者数＋若年納付猶予者数）／任
意加入を除く第１号被保険者数 
３　０２年度は半額免除制度の導入と免除基準の明確
化が実施され, 申請（全額）免除者が大幅に減少する
一方で, 納付率が大きく低下した。 
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第7図　国民年金勘定の保険料収入, 月額保険料, 
    保険料全額免除割合, 納付率の推移 

月額保険料 
（円） 

保険料全額免除割合（右目盛） 

保険料納付率（右目盛） 

資料　厚生労働省年金局「平成２０年国民年金被保険者実
態調査結果」, 社会保険庁運営部「平成１４, １７年国民
年金被保険者実態調査」, 厚生労働省「平成１１年国民
年金被保険者実態調査」 
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（注２）厚生労働省年金局『平成20年国民年金被保
険者実態調査』によれば，臨時・パートで保険
料未納・猶予・免除者が54％に達するのに対し，
自営業主では30％，家族従業者では25％である。
なお，同調査によれば，保険料未納の理由とし
て，経済的理由が64％と最も大きく，これに次
いで年金制度への不信が14％となっている。

（注３）現行制度では，厚生年金に加入するには，
通常の労働者の所定労働時間及び所定労働日数
の４分の３以上であることが必要である。なお，
非正規雇用者が第２号被保険者の被扶養配偶者
である場合には，第３号被保険者となる。

ｃ　厚生年金の財政の現状

第９図は，厚生年金特別会計の厚生年金

勘定の単年度の収入と支出，収支尻の推移

である。厚生年金勘定においても，収支尻

は98年度ごろから黒字の縮小傾向が顕著と

なり，03年度には赤字に陥った。04年度に

小幅の黒字となったものの，05年度以降赤

字幅は大きなものとなっている。

厚生年金勘定の収入は，中心となる保険

料収入のほかに，基礎年金拠出にかかる国

庫負担金，旧制度の定額部分の給付に見合

って基礎年金勘定から支給される基礎年金

交付金，積立金の運用収入などがある。一

方，支出面では，厚生年金給付費と基礎年

金拠出金が主なものである。財政収支赤字

の原因は，これらの支出が増加傾向を続け

るなかで，98年度以降，保険料収入の低迷

や運用収入の減少など収入の伸び悩みが顕

著となったためである。

収入の中心である保険料収入は，標準報

酬額×保険料率×被保険者数で計算され

る。第10図は，厚生年金保険料の前年比増

加率をこれらの３つの要因に寄与度分解し

たものである。98年度以降04年度までの保

険料収入の伸び悩みは，第一に，標準報酬

額すなわち賃金の伸びが低迷したこと，第

二に，被保険者数が伸びなくなったことが

ある。05年度以降は，保険料率が毎年度

0.354％ずつ引き上げられていることや被
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資料　第５図に同じ 
（注）１　原資料は「積立金より受入」が収入に含められて

いるが, 上図はこれを除いた単年度収支である。 
２　収入から基礎年金交付金を除き, 支出の年金給付
費から同じ金額を控除するとともに, 支出から制度
間調整勘定繰入を除き, 収入の制度間調整勘定受
入から同じ金額を控除している（収支尻に影響はない）。 
３　０８年度末積立金残高１２４．０兆円（ピーク時０２年度
末１３７．７兆円）。　 
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第9図　厚生年金勘定の財政状況 
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支出 

収支尻（右目盛） 

資料　社会保障審議会年金数理部会『公的年金財政状況
報告』（各年版） 

（注）１　被保険者数は年度平均（９６年度までは前年度末と当
年度末の平均値, ９７年度以降は公表されている平均値）
を使用, 標準報酬額（１人当たり）は公表数値, 保険料
率は年度平均値として計算。なお, 計算された保険
料総額と実際の保険料総額との誤差は, 保険料率を
年度平均とすることで吸収している。 
２　０３年度は保険料計算の対象を月給のみから賞与
を含む総報酬制へ移行, 同時に保険料率を引き下
げたため, 標準報酬額の寄与が増え, 保険料率の寄
与が減少。 
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第10図　厚生年金の保険料増減の要因分解 

被保険者数寄与度 
標準報酬額寄与度 
保険料率寄与度 

保険料前年比増加率 



保険者数がやや増加していることがプラス

の寄与となっているが，賃金の伸びの低迷

で保険料収入の増加が抑制された形となっ

ている。

賃金の伸びの低迷や被保険者数の伸び悩

みは，日本経済の成長力の鈍化で雇用や所

得環境が悪化していることが背景にある。

（１）少子高齢化が年金制度に与える影響

公的年金制度のなかで最大の制度である

厚生年金保険制度についてみると，収入の

大部分を占める保険料収入は，平均的な被

保険者から徴収する保険料｛現在の標準報

酬額（年額）×保険料率｝に被保険者数を

乗じたものである。

一方，支出は厚生年金給付費と基礎年金

拠出金が中心となるが，厚生年金給付費

（報酬比例部分）は，平均的な受給者が受け

取る年金額に受給者数を乗じたものであ

り，簡略化して，被保険者期間の平均標準

報酬額（賃金水準再評価後）×支給乗率×

被保険者期間月数×受給者数，で表される。
（注４）

また，基礎年金拠出金（その対象となる

基礎年金給付費）は，平均的な受給者が受

け取る基礎年金額に受給者数を乗じること

によって計算可能である。
（注５）

この場合の受給

者数は，厚生年金の被保険者であった受給

者（厚生年金受給者）だけでなく，その被

扶養配偶者すなわち第３号被保険者であっ

た受給者を含む。後者の前者に対する割合

をαとすると，受給者数は（１＋α）×厚生

年金受給者数となる。
（注６）

第１表の１により，

平均的な受給者が受け取る基礎年金額は，

概算で，満額支給額×被保険者期間月数／

480，で計算され，厚生年金が負担する基

礎年金拠出金は，平均的な受給者が受け取

る基礎年金額×（１＋α）×厚生年金受給

者数，と表すことができる。

ここで完全な賦課方式を想定し，被保険

者からの保険料収入によって厚生年金給付

費や基礎年金拠出金がすべて賄われるもの

とすると，厚生年金の財政がバランスする

条件は，保険料収入≧厚生年金給付費＋基

礎年金拠出金／２である（基礎年金拠出金

を２で割ったのは国庫負担が２分の１である

ため）。このことから，

（標準報酬額×保険料率×被保険者数）

≧｛平均標準報酬額（再評価後）×支給乗率×

被保険者期間月数×受給者数＋基礎年金額×

受給者数×（１＋α）／２｝

となり，これを整理すると，

標準報酬額×保険料率×（被保険者数／受給者数）

≧｛平均標準報酬額（再評価後）×支給乗率×

被保険者期間月数＋基礎年金額×（１＋α）／

２｝……①式

となる。

被保険者数／受給者数は年金扶養比率で

あり，１人の受給者が何人の被保険者によ

って養われているかを示す指標である。少

子高齢化が進行すると，被保険者数が減少

し受給者数が増加するため，年金扶養比率

が低下する。年金扶養比率が低下するなか

で年金財政のバランスを保つためには，左

辺の保険料率の引上げや右辺の支給乗率の

農林金融2010・9
29 - 535

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。

２　少子高齢化の進行と

公的年金改革



引下げなどが必要となる。あるいは，年金

扶養比率の低下を阻止するため，支給開始

年齢を引き上げて受給者数の増加を抑制し

たり，被保険者の適用年齢（加入が義務づ

けられる年齢）を引き上げて被保険者数の

減少を抑制したりする方法もある。

厚生年金の報酬比例部分の支給乗率は第

11図のように推移しており，85年改正で

1,000分の10から1,000の7.5へ引き下げられ，

00年改正で1,000分の7.125へ引き下げられ，

さらに，03年改正で，総報酬制（保険料徴

収の対象が月給だけでなく賞与にも拡大）へ

の移行にともない，1,000分の5.481へ引き

下げられた。これらの引下げは，激変緩和

措置として，受給者の生年月日に応じ，長

期間にわたり段階的に引き下げられてい

る。

支給開始年齢については，国民年金（基

礎年金）は開始当初から65歳であったが，

厚生年金については，94年の改正で，特別

支給の定額部分の支給開始年齢を60歳から

段階的に65歳に引き上げていくこととさ

れ，00年改正で報酬比例部分についても同

様の措置が取られることとなった。定額部

分については01年度から引上げが開始さ

れ，報酬比例部分も13年度から開始される

ことになっている。

厚生年金の被保険者の適用年齢について

は，00年に65歳未満から70歳未満に引き上

げられた。

（注４）年金給付費の計算には，受給権者数ではな
く受給者数を用いる。基礎年金の場合には，受
給権者数と受給者数に大きな相違はないが，厚
生年金の場合には，在職老齢年金制度等がある
ため受給権者であっても受給者ではない（就労
を続けて支給停止となっている場合など）者も
多く存在する。

（注５）本稿では，基礎年金額に受給者数を乗じて
基礎年金拠出金（その対象となる基礎年金給付
費）を計算しているが，実際の基礎年金拠出金
の算定方法は，拠出金算定対象額（老齢基礎年
金給付費から特別国庫負担額を控除したもの）
を各制度の拠出金算定対象者数（厚生年金の場
合は被保険者数と被保険者の被扶養配偶者であ
る第３号被保険者の合計）で按分することによ
り計算される。受給者をベースに計算する場合
（本稿の場合）と，被保険者をベースに計算する
場合（実際の計算方法）の違いについては，基
礎年金の被保険者数全体に占める厚生年金被保
険者（被扶養配偶者である第３号被保険者を含
む）の割合と，基礎年金受給者全体に占める厚
生年金受給者（被扶養配偶者であった者を含む）
の割合に大きな差がなければ，両者に大きな違
いはないものと思われる。

（注６）過去のデータから，α≒0.3であり，１＋α
≒1.3となる。

（２） マクロ経済スライドの導入と09年

の財政検証結果

04年改正では，少子高齢化の進行への抜

本的な対策として，保険料水準固定方式と

セットでマクロ経済スライドが導入され

た。保険料水準固定方式を導入したのは，
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資料　厚生統計協会『保険と年金の動向』 
（注）１　上図は実数表示であるが, 厚生年金保険法では分

母を１，０００とした分数表示である。 
２　上図では, 支給乗率引下げについて, 決定した年
度に引下げが行われたものとして表示しているが, 
実際には, 激変緩和措置として引下げは長期間にわ
たり段階的に行われている。 
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第11図　厚生年金の支給乗率の推移 



現役の被保険者に対して，将来負担する保

険料率の上限を示すことで，一定の安心感

を与えるためであった。

それまでの年金額改定のルールは，厚生

年金の場合には，年金支給開始時の新規裁

定年金について，再評価率（賃金スライド

率）を用いて，現在の賃金水準に引き直し

た平均標準報酬額を計算し，これに所定の

支給乗率や被保険者期間月数を乗じて年金

額を確定する。確定後の既裁定年金につい

ては，賃金スライドはせず，毎年度の物価

スライドのみによって改定するというもの

であった。04年改正では，賃金や物価の変

動は毎年度改定される再評価率表に反映さ

れることになり，再評価率表を基に毎年度

年金額が改定されることになった。

賃金や物価の変動による年金額の改定に

は，それまで名目賃金（可処分所得）上昇

率や消費者物価上昇率が使われてきたが，

マクロ経済スライドは，名目賃金（可処分

所得）上昇率や消費者物価上昇率からスラ

イド調整率を差し引いて年金額を計算しよ

うとするものである。スライド調整率は，

少子高齢化の影響を数値化したもので，人

口減等を反映した被保険者減少率の３年平

均と長寿化による平均寿命の伸び率等を勘

案した率（0.3％程度）からなり，被保険者

減少率が△0.6％程度であるので，スライ

ド調整率は△0.9％程度となる。
（注７）

具体的には，前掲①式の右辺の平均標準

報酬額を計算する際の再評価率にスライド

調整率が反映されることになる。ただし，

賃金や物価が下落した場合には適用が見送

られるため，名目の年金額が前年度比マイ

ナスとなることはない。このほか，00～02

年度に行われた物価スライド特例措置（物

価下落によって本来年金額が1.7％引き下げら

れるところを据え置く措置が取られた）が，

賃金や物価の上昇によって解消されること

も，マクロ経済スライドの適用の条件とさ

れている。マクロ経済スライドは，最終的

な保険料水準のもとで年金財政が均衡する

見通しが可能となるまでの間適用されるこ

とになっており，この期間はスライド調整

期間といわれる。

なお，基礎年金の場合には，第１表の１

（老齢基礎年金の年金額計算式）の改定率に

スライド調整率が反映されることになる。

一方，保険料を計算する際の標準報酬額

や保険料改定率には，スライド調整率は反

映されず，モデル世帯の毎年度の年金額を

平均手取り収入で割った所得代替率はスラ

イド調整期間の間，年々低下していくこと

となる。

マクロ経済スライドが実際に適用された

場合の年金財政の見通しについては，04年

の財政再計算でも公表されたが，直近のも

のとして政府が09年に行った財政検証結果

がある。09年財政検証結果では，人口や経

済の前提条件（人口・経済の中位ケース）と

して，合計特殊出生率1.26，平均寿命が男

83.67歳，女90.34歳，名目賃金上昇率2.5％，

消費者物価上昇率1.0％，運用利回り4.1％

が用いられている。これらの前提条件のも

とで，少子高齢化の進行に対応したスライ

ド調整率による調整期間を12～38年度とす
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ると，厚生年金の財政は，14年度から黒字

に転換し，60年度まで黒字が確保される見

通しである（第12図）。国民年金について

も，同様の前提条件の下で15年度から黒字

になり，60年代まで黒字が続く見通しとな

っている。
（注７）スライド調整率△0.9％は固定されたもので
はなく，被保険者減少率（３年平均）が拡大す
れば，マイナス幅も大きくなる。

（１） 求められるデフレからの早期脱却

１の（2）のｂやｃでみたように，90年代

後半以降国民年金や厚生年金の財政が悪化

してきた背景には，日本経済の成長力の鈍

化による雇用や賃金環境の悪化があった。

国民年金勘定では，第１号被保険者のな

かで，厚生年金の被保険者になれない非正

規労働者の割合が増え，保険料全額免除者

や保険料未納者が増加したことが財政悪化

の一因となった。厚生年金においても，上

記のような理由で被保険者数が伸び悩むと

ともに，賃金の伸びの鈍化で保険料計算の

対象となる標準報酬額が伸び悩み，保険料

収入低迷の原因となった。03～07年度の景

気回復で賃金や物価の伸びがいったんは水

面上に浮上したが，08年度以降の世界的金

融危機の影響で再びデフレ傾向となってい

る。

マクロ経済スライドの実施には，前項で

述べたように，スライド調整率を上回る名

目賃金や消費者物価の上昇が必要であり，

00～02年度に行われた物価スライド特例措

置の解消も条件となっている。現在の日本

経済の状況は，マクロ経済スライドを実施

する環境になく，こうした状況が長引くと，

国民年金や厚生年金の財政収支の赤字が続

き積立金がさらに減少していくことにな

る。公的年金制度維持のためにもデフレか

らの早期脱却が求められる。

（２） 持続可能な年金制度の在り方

マクロ経済スライドは，少子高齢化が進

行するなかで，許容範囲でのインフレの下

で年金額を実質的に削減することにより，

年金財政を維持するための方策ということ

ができる。前項でも述べたように，マクロ
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資料　社会保険庁「事業年報」, 厚生労働省年金局数理課
『厚生年金・国民年金平成１６（０４）年財政再計算結果』
『平成２１年財政検証結果レポート』 

（注）１　０８年度までは実績, 見通しの０５～０８年度は平成
１６（０４）年財政再計算結果, ０９年度以降は平成２１
（０９）年財政検証結果（いずれも中位ケース）による。 
２　収入実績, 支出実績, 収支実績は見通しに合わせ
て修正している（基礎年金交付金を除く等）。 
３　主な前提条件は以下のとおり　 

４　基礎年金の国庫負担は２分の１の前提。 
５　マクロ経済スライドによる調整期間２０１２～３８年度, 
３８年度以降所得代替率５０．１％。 
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第12図　厚生年金の財政収支の実績と見通し 
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３　公的年金制度の今後の方向



経済スライドが実効性を持つものとなる

には，名目賃金上昇率2.5％，消費者物価

上昇率1.0％，運用利回り4.1％等の前提条

件をおおむね満たす経済成長が必要であ

る。しかし，足元の経済状況はマクロ経

済スライドが適用できる状況ではなく，

適用可能となるまでの道のりについても

必ずしも明確ではない。グローバル化が進

む現代の経済情勢の下では，盤石なもので

あるとはいいがたい。

年金制度を変動する経済情勢に対応可能

なものとするには，確定給付ではなく，確

定拠出型の要素を導入する必要がある。そ

の意味で，賃金や物価が下落したり運用利

回りが低下したりする場合には，年金給付

額もそれに伴って変動することが必要であ

る。しかし，それによって生活に支障をき

たす受給者が出ることも好ましくない。こ

うした問題への対応策として，基礎年金に

ついては，最低保証年金として確定給付型

のものとし，報酬比例の厚生年金や共済年

金について，賃金や物価の変動，運用利回

りの結果に応じ給付額が変動するような形

に変えていくことも一つの方向であろう。

また，少子高齢化は経済情勢にかかわら

ず進行するため，上記の報酬比例の年金に

ついては，賃金や物価の動向にかかわらず

マクロ経済スライドを実施するということ

も検討されるべきであろうと思われる。ス

ライド調整率による給付額の減少は，適切

な経済運営による賃金や物価の上昇により

埋め合わせていくという考え方も必要であ

ろう。

持続可能な年金制度の構築という点で参

考になるのはスウェーデンの年金制度であ

る。スウェーデンの年金制度は，99年に改

正され，第13図のように，最低保証年金と

所得比例年金の２本立ての構造となった。

所得比例年金は確定給付型ではなく，運用

成績に応じて変動する確定拠出型年金であ

り，賦課方式を中心としつつ一部に積立方

式を導入している。最低保証年金は，全額

国庫負担であるが，一定の所得水準以下に

限定されている。

現行の公的年金制度では，09年度から基

礎年金の国庫負担が給付額の２分の１へ引

き上げられた。しかし，財源の手当てはさ

れていない。恒久的な財源として，消費税

の福祉目的税化や消費税率の引上げなどが

議論されているが，日本の財政は悪化して

おり，年金給付に多額の資金をつぎ込む余

裕にも乏しい。財政負担を極力少なくして，

効率的に資金を使用するには，一律負担で

はなく，必要な所得層に集中して資金を配

分することが必要であり，そのためにも所

得捕捉が可能な社会保障番号制度（あるい

は納税者番号制度）の確立が不可欠である。
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資料　厚生労働省ホームページ「諸外国の年金制度」等を参考に
筆者作成 

第13図　日本の公的年金制度とスウェーデンの年金制度 



これまで述べてきたように，90年代後半

以降の年金財政の悪化には，日本経済の成

長力鈍化を背景にした雇用や賃金の低迷が

あった。賦課方式に立脚した年金制度では，

制度を支えるのは保険料を支払う現役世代

であり，現役世代の雇用や所得環境が改善

されないと，年金制度の基盤強化は進まな

い。年金制度の改革は，ともすれば現在の

受給世代（高齢世代）が重視され，現役世

代なかでも若年世代に負担が先送りされる

傾向がある。しかし，制度を支えるのはあ

くまでも現役世代であるとの立場から，年

金制度の改革を進めていくことが勘要であ

ろう。
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〔要　　　旨〕

１　パラグアイ共和国は南アメリカ大陸の中央部に位置する人口620万人の農業国である。同国は協

同組合活動の活発な国でもあり，その数は約700，類型では信用組合が多く，農協も総合事業の一

環として金融事業を行っている。

２　パラグアイの金融は，証券市場が脆弱で間接金融が中心である。その担い手は銀行と協同組合

であり，このところ協同組合金融機関数が大幅に増加している。

３　中央銀行であるBCPが担っているパラグアイの金融政策は協同組合金融が対象外であるという

問題を抱えており，それを解消して金融規制を一元化しようとする取組みが，金融監督と協同組

合の両サイドから行われている。

４　協同組合サイドの取組みのひとつは，パラグアイ版農林中金ともいうべき協同組合銀行を設立

する動きである。この取組みは，金融行政の一元化とともに，国内における長期資金の源泉を確

保する意味からも注目される。

パラグアイの金融と協同組合

外国事情
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２か月間という短い期間ではあったが，

パラグアイ共和国の国内経済・金融，そし

て協同組合金融について調査する機会を得

た。

これは独立行政法人国際協力機構（JICA）

のプロジェクトに専門家として参加したも

のであり，そのテーマは，アメリカ発の金

融危機とその後の世界的な経済の後退が，

パラグアイ共和国の経済・金融，そして農

業経済・農協事業に及ぼした影響を明らか

にすることであった。これらについては，

既に現地で報告を取りまとめている。しか

し，その間に得られた情報は金融危機の影

響にとどまるものではなく，一国の金融政

策と協同組合金融とのかかわりをついて考

えさせる材料も多かった。

そこで本稿では，それらの情報を再整理

し，パラグアイ共和国の金融と協同組合金

融のかかわりを紹介することにしたい。

（１） 共和国の概要

はじめにパラグアイ共和国（以下「パラ

グアイ」という）の大まかな姿を紹介して

おきたい。

パラグアイは，南アメリカ大陸の中央部

に位置する立憲共和制国家であり，その首

都はアスンシオンである。同国は，ブラジ

ル，ボリビア，そしてアルゼンチンに囲ま
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れた内陸国である。パラグアイが位置する

緯度を北緯に直してみると沖縄と台湾の中

間にあたり，気候帯は亜熱帯に属する。

パラグアイの国土面積は約40.6万km2

（日本の1.1倍，世界第58位）であり，人口は

約620万人（日本の約５％，世界第100位），

人口密度は15人／km2である。人口の95％

が先住民と白人との混血であり，そのなか

にあって日本人・日系人は約７千人，全体

の１％を占めている。

パラグアイは，先住民との融和が円滑に

進められた国といわれ，先住民の言語であ

るガラニー語がスペイン語とともに公用語

であるほか，通貨単位もガラニーが用いら

れている。

（２） パラグアイ経済の動向

パラグアイは，1995年に発足したメルコ

スールの一員である。メルコスールは，パ

ラグアイ，ウルグアイ，ブラジル，アルゼ

ンチンを加盟国とする南米南部共同市場で

あり，これらのなかではブラジルとアルゼ

ンチンの経済規模が大きく，パラグアイ経

済もこの２国の影響を強く受けている。

2008年のGDPは，自国通貨建てで約70兆

ガラニー，ドル表示で約160億ドル（世界

第112位）であり，１人当たりは約4,800ド

ルである。

GDPの産業別内訳は，第一次産業が約３

割，第二次産業が２割，第三次産業が４割，

純輸出が１割という構成である。他産業へ

の影響を加味してみると，主要産業は第一

次産業の９割以上を占める農牧業であり，

はじめに

１　パラグアイの概況



また，同国の輸出総額の８割以上が農産物

である。この輸出農産物の第１位にあるの

が大豆であり，その輸出量は世界第４位に

ランクされている。

パラグアイ経済は，ブラジル，アルゼン

チンの経済低迷を背景として00年以降低迷

し，それは金融機関の整理にもつながった。

同国自体も一時はデフォルトの危機に直面

したが，IMFとのスタンドバイ協定をいち

早く締結できたことや，税制，関税などの

国内改革が実施されたこと，そしてブラジ

ル，アルゼンチンの経済が好転したことに

より，年率４％程度の安定成長を続けてい

る。

（３） パラグアイの協同組合

パラグアイは憲法に協同組合の振興がう

たわれている協同組合活動が盛んな国であ

る。

パラグアイは単一協同組合法制の国であ

り，同一法制のもとで多様な協同組合が設

立されている。それらを分野別にみると，

信用組合が最も多く約460，農協などの生

産協同組合が180，そして運輸などのサー

ビス提供組合が約60であり，全体で約700

の協同組合が活動している。

これらの協同組合は，協同組合連盟に参

加している２つの連合会（わが国の中央会

にあたる）と中央会（わが国でいう連合会に

あたり，事業活動を行う）に参加する形と

なっている。しかし，すべての協同組合が

加入しているわけではなく，連合組織はわ

が国ほど明確ではない。

これらは，制度上，協同組合院（以下

「INCOOP」という）の管理下にある。同院

は農牧省の一部局であったものが独立した

行政組織である。

今回筆者が訪問したのは，日系農協を含

む大規模な生産農協（11組合）が中心であ

る。これらの生産農協は，正確には農業生

産者（経営者）を組合員とする協同組合で

あり，生産者農協とも言うべきものである。

また，これらはわが国でいう経済事業と信

用事業を併せ行っており，その意味で総合

農協である。

協同組合は，定款に定めさえすれば法律

に定められたすべての事業を行うことが可

能であり，ひとつの経営体で多様な事業を

営むことができる。このような柔軟性と汎

用性をもつことが，協同組合の独特の強み

と受け止められているのである。

（１） パラグアイの金融機関

金融制度

金融は，資金が円滑に流通するための仕

組みという意味で一国経済の基盤であり，

そこでのプレーヤーは，中央銀行をはじめ，

銀行，金融会社，協同組合，そして保険会

社など多岐にわたる。これらのうち，現時

点のパラグアイにおいて主要な地位を占め

ているのは，銀行や協同組合などの間接金

融機関である。

パラグアイの金融機関は根拠法によって

２つに分かれる。ひとつは銀行法に基づく
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ものであり，もうひとつは協同組合法に基

づくものである。

銀行法に基づく金融機関には銀行と金融

会社とがある。両者の違いは，銀行が海外

業務を含むフルラインの業務を営むのに対

して，金融会社には当座預金や国際業務が

認められていないという権能の差にある。

銀行法に基づく金融機関群を管理監督し

ているのはパラグアイ中央銀行（BANCO

CENTRAL DEL PARAGUAY，以下「BCP」

という）であり，協同組織の金融機関を管

理監督しているのはINCOOPである。この

ようにパラグアイの金融機関監督は，その

組織性に応じて２つに分かれている。

銀行数の減少と協同組合数の増加

パラグアイにおける金融機関数の推移を

示したのが第１図である。

みられるとおり，銀行は94年には40弱あ

ったものが，99年にかけて急激に減少し，

05年に再び減少して20を割り込んだが，08

年以降は若干増加している。金融会社はさ

らに減少傾向が顕著であり，95年に70弱で

あったその数は銀行と同様に99年までに半

減した後も緩やかながら減少が続いてい

る。

これと対照的な動きを示しているのが協

同組織の金融機関である。その機関数は04

年までは100内外で安定的に推移していた

が，05年には300を超え，その後も増加が

続いている。

ヒアリングによれば，銀行数の減少は，

先述したアルゼンチンとブラジルの経済危

機のあおりを受けてパラグアイ経済が低迷

した時期に，BCP主導で金融機関の整理が

進められたことによるものであった。その

背景には，政権交代という政治的な理由も

否定することはできないという。

また，最近の銀行数の増加は，金融会社

が銀行に昇格したことによるものである。

ヒアリング先銀行のひとつはまさにこのよ

うな銀行であり，金融会社として42年の実

績を積み上げて銀行化することができたと

いう。

一方，協同組織の金融機関の増加は，設

立が自由である信用組合の設立がすすんだ

結果であり，銀行の減少をカバーする形で

設立されている。この結果，協同組合の資

金シェアはパラグアイ全体の約３割に達し

ている。

（２） パラグアイ金融の特徴

脆弱な金融市場

ここで，パラグアイの金融政策と協同組

合金融のかかわりを理解するため，ヒアリ

ング結果によりパラグアイの国内金融の特

徴をまとめておきたい。

第一の特徴は，銀行間の市場である短期

金融市場がないことである。

農林金融2010・9
38 - 544

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。

資料　BCP, INCOOP資料により筆者作成　 

８０ 
（数） 

６００ 
（組合） 

７０ 
６０ 
５０ 
４０ 
３０ 
２０ 
１０ 
０ 

５００ 

４００ 

３００ 

２００ 

１００ 

０ 
９４年 ９６ ９８ ００ ０２ ０４ ０６ ０８ 

第1図　パラグアイにおける金融機関数の推移 

金融会社 
（左目盛） 

銀行（左目盛） 

協同組合 
（右目盛） 



金融機関は日常的に顧客と資金をやり取

りし，それによって利用者間の資金の過不

足を調整する。そういう金融機関自身にも

資金の過不足が生じるため，それを調整す

る場が必要である。それが短期金融市場で

あるが，この市場がパラグアイにはなく，

その役割を担っているのがBCPである。

銀行間の資金の過不足は中央銀行との取

引を通じて調整されているのであるが，こ

こには基本的な問題がある。それは，BCP

によって銀行の資金繰りが行われる結果，

こうした資金調整と金融政策の境界があい

まいになるからである。

第二は，証券市場が未発達であることで

ある。

パラグアイにも株式市場はあり，企業の

株式が上場されている。しかし，上場理由

は税制上のメリットにあるとされ，取引量

も，値動きも少なく，したがって流動性も

乏しい状況にある。

また，債券市場も同様に機能していると

は言いがたい。その理由は２つあげられる。

ひとつは国債の発行がほとんどないことで

ある。これは，アルゼンチン国債がデフォ

ルトされた00年代初頭の南米の経済危機時

に，パラグアイ国債にも同様の懸念が生じ

たことにより発行できない状況にある。

もうひとつの理由は，パラグアイ経済が

必要とする長期資金の供給源がもっぱら海

外に求められていることである。パラグア

イの金融関係者の説明でも，長期資金の供

給源は米州開発銀行の融資や日本など海外

からの支援に依存する考えが示された。こ

れは，経済が必要とする長期資金を他国の

貯蓄に依存することを意味しているが，そ

れでよしとする見解が多くみられたのであ

る。

このようにパラグアイの証券市場の機能

は脆弱であり，市場の厚みも，流動性も乏

しい。その結果，同国の金融では間接金融

が中心的役割を果たしている。

２つの「保守性」

第三の特徴は，パラグアイが90年代後半

以降数次にわたって金融機関の破たんを経

験し，それが金融機関と利用者双方の保守

的な行動につながっていることである。

ひとつは，銀行経営者の保守性である。

ここでいう保守性とは，銀行経営者が預金

の支払原資を確保するため自らの流動性の

確保を第一に考えるという意味である。こ

れは，08年の経済危機後における銀行の貸

出行動にも現れた。すなわち，銀行は手元

流動性を厚くするために貸出を抑える行動

に出たのである。

もうひとつは利用者の保守性である。利

用者は銀行等の経営破たんによって預金を

失う事態を経験した。その結果，銀行は利

用者の信頼を失い，利用者はいつでも現金

化できる預金だけを重視している。その結

果パラグアイの預金は当座性預金が大宗を

占め，定期預金はほとんどみられない。ま

た，預金商品にも定期預金がほとんどなく，

銀行の吸収意欲もまた低い。

このことは，金融機関の資金管理上の原

則である期間対応を維持するうえでも，金

融機関として長期の与信に応じる余地を狭
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めている。このように，資金構成での短期

偏重と有価証券市場の脆弱性があいまっ

て，国内での長期資金確保を難しくしてい

るのである。

（１） 金融政策の仕組み

金融政策についてわが国では２つの学説

が対立していたが，現在では次のように統

一的に説明される。すなわち，金融政策に

よって潜在生産力を規定することはできな

いが，実際の経済の長期均衡水準から乖離

と理解される好不況の波を小さくすること

は可能だ，という説明である。この意味で

BCPの金融政策はパラグアイの景気変動に

大きな影響を及ぼす。

金融政策の効果が波及する経路は，政策

手段→運営目標（操作目標→中間目標）→

最終目標とされている。この経路は長く，

複雑であり，物価の安定という最終目標が

達成されるまでは長い時間を要する。その

ために中央銀行は運営目標と呼ばれる中間

の金融指標に注意をはらい，政策効果を判

断しながら運営するのが通常である。

以下では，このような体系にそって，パ

ラグアイの金融政策を順に概観してみよ

う。

最終目標

BCPが行う金融政策の最終目標は「通貨

価値の維持と物価の安定」にある。

ここで思い起こされるのは，旧日銀法の
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目的規定の解釈である。同法では，「通貨

価値の安定」と「信用制度の保持・育成」

の２つが目的とされていた。このうちの通

貨価値については，①対内的価値である物

価，②対外的価値である為替レートの二面

があり，これらを金融政策というひとつの

経済手段で追求すると利益相反が生じうる

点が問題とされた経緯がある。

この点は，新日銀法での目的のひとつが

「物価の安定」に変わったことによって回

避された。しかし，先のBCPの目標達成に

は，理論的な困難さが付きまとうことにな

る。

運営目標

運営目標には中間目標と操作目標とがあ

る。このうち，最終目標に近い中間目標と

されているのがマネーストックである。こ

れは，金融政策の波及経路のなかでは政策

手段の影響を間接的にしか受けないため，

中央銀行がコントロールしにくいものであ

るが，最終目標である物価安定との因果関

係は比較的安定しているとされている。

もうひとつの運営目標は操作目標であ

る。これは，直接的には中間目標であるマ

ネーストックをコントロールする手段であ

り，わが国でいえばインターバンク市場金

利がそれにあたる。

以上のような運営目標に選ばれる金融変

数は２種類ある。ひとつは金利に代表され

る「金融市場の需給実勢」を示す指標であ

り，ひとつはベースマネーなどの通貨や銀

行貸出などの「量的金融指標」である。パ

ラグアイでは，先にみたとおり短期金融市

３　パラグアイの金融政策と
協同組織金融機関



場が機能していないため，BCPの運営目標

は量的指標である通貨と金融機関の貸出増

加額へのかかわりが中心となる。

なお，この中間目標に関してBCPは「イ

ンフレ・ターゲット」を導入している。具

体的には，消費者物価指数５％±2.5％を

参照値としており，同指数が上限を上回れ

ば金融が引き締められ，下回れば緩和され

ることが期待される。

政策手段

通常，中央銀行が金融政策の手段として

利用するのは，①公定歩合操作つまり金融

機関への貸出政策，②債券・手形売買操作，

③準備率操作である。わが国では，金融の

自由化によって公定歩合操作の役割は終え

たとされているほか，準備率操作も91年10

月を最後に行われていない。

これに対して，パラグアイでは，先にみ

た事情から，わが国のような国債を利用し

たオペを行うことができない。そのため，

マネー・コントロールの中心的な手段は③

であり，これに中央銀行が発行する債券を

利用して②が行われる。

しかし，後者には困難が伴う。それは

BCPが発行する債券が有利子であるため，

BCPの収支ひいてはバランスシートに影響

を与えるからである。現に，09年度のBCP

決算は赤字であった。このようなBCPの収

支は，債券発行によるマネー・コントロー

ルの機動性を損ないかねず，先行きが憂慮

されている。

（１） 金融政策上の基本課題

金融政策が及ばない協同組合金融

パラグアイ経済も09年度にマイナス成長

を経験した。それは世界的経済危機の影響

ではなく，干ばつという国内の自然要因に

よるものであった。原因はどうあれ，パラ

グアイ政府は，マイナス成長から脱するた

めに経済対策を講じた。その対策は金融緩

和政策と財政拡大策であったが，特に金融

政策が銀行などの貸出姿勢の回復に大きな

効果を発揮し，10年度の成長率は４％台に

復帰している。

しかし，今回の経済対策は，これまで持

ち越されてきたパラグアイの金融政策上の

基本問題を再認識させた。それは，BCPが

行う金融政策が協同組合金融に及ばないと

いう問題である。

協同組合金融の国内資金量シェアは３割

に達しており，金融政策上決して無視する

ことのできない規模である。先に述べたと

おり，パラグアイの協同組合は憲法に直接

の根拠を持ち，それだけ協同組合法の法律

としてのステータスは高い。それもあって，

設立・運営の監督はINCOOPという独立性

をもった行政機関にゆだねられ，それがた

めにBCPの金融規制は協同組合には及ばな

いのである。

この結果，BCPが国内の景気対策として

金融の緩和や引き締め策をとったとして
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４　金融政策の課題と
協同組合金融の対応
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も，協同組合がその効果を減殺することも

可能なのである。実際に協同組合がそのよ

うな行動をとったわけではないが，政策の

有効性を確保するという金融当局の立場か

らすれば，このような事態は早急に解消し

なければならないであろう。現にこのよう

な基本問題を解決するための努力が，金融

当局と協同組合の両方から行われている

金融当局の働きかけ

金融サイド（BCPと大蔵省）の対応は，

協同組合の管理監督は従来どおりINCOOP

が行うという枠組みを維持しながら，金融

規制についてBCPの優先を認めるべし，と

するものである。

これらは議会で議論が進められたが，協

同組合の強い反対もあり，立法化が見送ら

れたという。ヒアリングで明らかになった

協同組合の反対理由は，①政策が政権によ

って変化するため安定性がない，②金融規

制に服すると従来にないコスト負担が求め

られる，③憲法に根拠をもつ協同組合が

BCPの下に入るのは筋がとおらない，など

であった。

これらを受け，金融当局は現実路線に転

換し，大蔵大臣のリーダーシップのもとで

経済政策検討の場を新たにつくり，そのメ

ンバーにINCOOPを加えた。これによって，

協同組合がINCOOPを通じて経済政策の検

討にかかわることとなるとともに，その実

施に協力する立場におかれた。これが金融

政策に一貫性をもたせることが必要との意

識を高めてはいるが，依然としてそれは実

現していない。

（２） 協同組合の対応

協同組合銀行の設立

協同組合陣営にも，金融政策の一元化に

協力する動きがある。

そのひとつがFECOPRODという連合会

による協同組合銀行設立の動きである。

このような銀行を必要とする理由は，協

同組合金融全体として資金運用効率を向上

させる必要性にある。資金の集中によって

価格交渉力を高めることができるととも

に，規模の利益を実現することにより組合

員向け貸出をより低利にすることも可能と

なる。また，審査の一元化によるコストの

引下げと，余裕資金の集中による効率運用

も可能となる。

さらに，このような銀行の設立はBCPに

とってもメリットが大きい。なぜなら，取

引金融機関が少ない現状でのBCPの体制で

は，一挙に700もの協同組合を取引先にす

ることは困難だからである。

ただし，新銀行の運営には多くの課題も

想定される。

最大の問題は収支確保である。協同組合

銀行に預け入れられる資金は組合の余裕金

である。現在はそれを銀行に預入して10％

内外の金利収入を得ているため，新銀行を

利用する農協は同程度の利息収入を期待す

るであろう。さらに新銀行が一手に引き受

けるであろうBCPの準備預金が無利息であ

ることも協同組合にとって新たな負担とな

るため，運用先が限られるなかでの収益確

保策の重要性が高まるとみられる。

これらを解決しつつ，協同組合銀行の運
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泉となると教えている。

さらに，パラグアイの協同組合が制度上

積み立てを求められている教育基金も，現

在は使途が限定されているが，長期資金の

源泉となりうることはいうまでもない。そ

の実現には法改正が必要であるが，国民経

済への長期資金の供給という理由であれ

ば，協同組合としても是認しうる改正であ

ろう。

協同組合の資金は，パラグアイ国内にあ

って，重要な未活用資源なのである。

FECOPRODが企図する協同組合銀行の

設立は，パラグアイ版農林中金設立構想で

あるともいえる。その設立は，FECO-

PRODの総会で各組合が新銀行に出資する

ことが承認されたことで実現に一歩近づい

ており，今（10）年度は，設立を前提とした

事業内容などの具体的検討が行われる予定

である伝えられている。

この動きは，同連合会がカバーする組合

数が少ないという意味では小さな一歩であ

る。しかし，これが，パラグアイにおける

協同組合金融そしてパラグアイ全体の金融

に与える影響は極めて大きいとみられる。

今後とも，その動向を注視するとともに，

わが国の協同組合金融としてもこれまでの

経験やノウハウを提供し，支援する必要が

あると思われる。

（たなか　ひさよし）
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営を軌道にのせるにはかなりの努力を要す

ると思われ，それだけに協同組合金融固有

のノウハウの獲得とともに，政策支援も必

要であろう。

協同組合へのもうひとつの期待

パラグアイ金融が抱えるもうひとつの大

きな課題は，長期資金の源泉をいかにして

国内に求めるか，である。

パラグアイの金融関係者の間でも，長期

の資金源は米州開発銀行などの海外資金で

よしとする意見が多くみられた。しかし，

経済の健全な発展のためには，国内貯蓄と

くに長期のそれが不可欠である。ところが

銀行の対応は，口座開設時に200ドルから

400ドル相当の預入を条件とするなど，あ

る程度の資産を持つものでなければ銀行に

口座を持つことさえ難しいのが実情であ

る。

協同組合は，少額の出資で組合に加入す

ることができるうえ，最低預入制限もない。

こうした協同組合は，多数の組合員から資

金を受け入れることが可能であり，現にそ

れを行っている。加えて，先にみたとおり

銀行数が減少するなかにあって信用組合は

その数を増加させているという事実も，協

同組合が零細な貯蓄の受け皿役を果たす可

能性が高いことを示している。

このような協同組合金融には大数の法則

が働き，底溜り資金が発生する。多数の預

金者がいればいるほど資金の底溜りが明確

になるのは統計上確認された事実であり，

現在の金融論はまさにこれが長期資金の源

おわりに
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（単位  百万円） 

団 体 別  手 形 貸 付  計 当 座 貸 越  割 引 手 形  証 書 貸 付  

系 

計 

その他系統団体等小計 

会 員 小 計 

そ の 他 会 員 

森 林 団 体 

水 産 団 体 

開 拓 団 体 

農 業 団 体 

合 　 計 

そ の 他 

関 連 産 業 

等 

体 

団 

統 

（注）　単位未満切り捨てのため他表と一致しない場合がある。 

（単位  百万円） 

（単位  百万円） 

１． 農 林 中 央 金 庫 資 金 概 況  

現 　 金  
預 け 金  

貸借共通 
合　　計 有価証券 貸 出 金  そ の 他  預 　 金  発行債券 そ の 他  年 月 日  

普通預金 計 当座預金 別段預金 公金預金 定期預金 通知預金 

会 員 以 外 の 者 計  

会 員 計 

そ の 他 会 員 

森 林 団 体 

水 産 団 体 

農 業 団 体 

合 　 計  

団 体 別  

２． 農林中央金庫・団体別・科目別・預金残高 
２０１０年６月末現在 

２０１０年６月末現在 

３． 農林中央金庫・団体別・科目別・貸出金残高 

2005.  6  40,567,680  4,660,352  14,361,127 2,266,023  36,444,591  13,855,746  7,022,799  59,589,159
2006.  6  38,961,037 4,783,105 21,147,911 307,193 44,388,497 10,745,422 9,450,941 64,892,053
2007.  6  39,750,849 4,572,139 21,072,254 146,481 41,415,744 12,101,237 11,731,780 65,395,242
2008. 6  39,906,165 4,939,485 15,246,265 950,337 37,626,352 8,413,355 13,101,871 60,091,915
2009. 6  37,504,347 5,352,321 24,293,980 2,824,096 45,375,015 9,913,022 9,038,515 67,150,648

2010. 1 38,609,195 5,554,523 22,886,442 1,142,581 45,240,153 11,804,206 8,863,220 67,050,160
2 38,550,843 5,584,046 22,349,572 1,232,367 44,836,889 12,000,502 8,414,703 66,484,461
3 38,885,629 5,611,743 23,457,306 1,932,159 43,991,315 12,844,462 9,186,742 67,954,678
4 39,395,304 5,603,308 22,629,084 776,125 45,260,995 12,627,366 8,963,210 67,627,696
5 39,511,639 5,601,422 22,264,619 1,275,136 44,086,413 12,737,175 9,278,956 67,377,680
6 39,057,853 5,598,980 23,934,260 915,435 46,318,082 12,413,549 8,944,027 68,591,093

31,823,477 - 496,742 71 117,242 - 32,437,532

1,153,632 - 56,534 2 2,428 - 1,212,596

6,202 9 6,855 5 86 - 13,157

581 - 2,646 0 - - 3,227

32,983,892 9 562,778 77 119,756 - 33,666,513

965,042 44,811 261,406 90,679 4,008,823 20,580 5,391,340

33,948,933 44,820 824,184 90,756 4,128,579 20,580 39,057,853

60,950 3,658 107,864 0 172,473

162 18 - - 180

11,241 3,104 8,606 48 23,000

2,411 5,843 1,427 45 9,725

619 182 40 - 841

75,383 12,805 117,938 93 206,219

124,059 23,522 41,524 30 189,136

199,442 36,327 159,462 123 395,355

1,998,989 35,577 1,180,863 5,834 3,221,262

 8,623,800 4,665 168,468 0 8,796,933

10,822,231 76,569 1,508,793 5,957 12,413,550

（注）　１　金額は単位未満を四捨五入しているので，内訳と一致しないことがある。　　２　上記表は，国内店分。 
３　海外支店分預金計　226,360百万円。 
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４． 農 林 中 央 金 （貸　　　 方） 

発 行 債 券  計 定 期 性  当 座 性  

預 　 金  
年 月 末  譲 渡 性 預 金  

借 入 金  出 資 金  譲 渡 性 貯 金  う ち 定 期 性  計 
年 月 末  貯 　 金  

貸 　 　 　 方  

５． 信 用 農 業 協 同 組 

（注）　１　単位未満切り捨てのため他表と一致しない場合がある。　　２　預金のうち当座性は当座・普通・通知・別段預金。 
３　預金のうち定期性は定期預金。 

（借　　　 方） 

手 形 貸 付  買 入 手 形  預 け 金  うち 国 債  計 現 金  
有 価 証 券  

年 月 末  商品有価証券 

うち信用借入金 計 計 

借 入 金  

６． 農 業 協 同 組 

定 期 性  当 座 性  
年 月 末  貯 　 金  

貸 　 　 　 方  

2010. 1 5,279,383 33,329,812 38,609,195 0 5,554,523
2 5,054,662 33,496,181 38,550,843 500 5,584,046
3 5,442,439 33,443,190 38,885,629 0 5,611,743
4 5,716,341 33,678,963 39,395,304 0 5,603,308
5 5,752,946 33,758,693 39,511,639 0 5,601,422
6 5,093,145 33,964,708 39,057,853 0 5,598,980

2009. 6 5,193,252 32,311,095 37,504,347 10,000 5,352,321

2010. 1 60,586 1,081,995 45,240,153 15,633,661 2,038 0 92,479
2 81,543 1,150,823 44,836,889 15,316,171 34 0 92,673
3 153,643 1,778,516 43,991,315 14,117,244 78 0 88,795
4 71,378 704,747 45,260,995 15,007,995 89 0 81,933
5 114,322 1,160,813 44,086,413 15,366,934 2,102 0 77,998
6 88,071 827,363 46,318,082 18,282,757 2,125 0 76,569

2009. 6 89,102 2,734,993 45,375,015 13,530,033 7,124 0 90,936

2010. 1 51,543,363 49,847,394 721,839 615,193 1,537,915
2 51,709,139 49,852,773 762,153 640,194 1,538,356
3 51,187,035 49,746,594 727,652 714,927 1,635,997
4 51,623,015 50,088,102 800,818 764,926 1,647,119
5 51,821,748 50,323,828 755,733 764,927 1,647,119
6 52,846,306 50,953,440 718,340 764,927 1,660,670

2009. 6 52,053,276 49,959,097 561,059 521,993 1,469,158

2009. 12 25,564,702 59,740,982 85,305,684 512,139 342,493
2010. 1 25,106,983 59,666,507 84,773,490 534,261 364,280

2 25,625,521 59,379,248 85,004,769 526,531 355,694
3 25,572,759 58,904,439 84,477,198 536,325 362,370
4 25,793,575 59,010,039 84,803,614 534,027 358,580
5 25,567,311 59,275,836 84,843,147 548,739 371,229

2009. 5 25,262,213 58,514,750 83,776,963 574,060 402,757

（注）　１　貯金のうち当座性は当座・普通・貯蓄・通知・出資予約・別段。　２　貯金のうち定期性は定期貯金・譲渡性貯金・定期積金。 
３　借入金計は信用借入金・共済借入金・経済借入金。 

（注）　１　貯金のうち「定期性」は定期貯金・定期積金の計。　　　２　出資金には回転出資金を含む。 
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有 価 証 券  計 コールローン 金銭の信託 
機関貸付金 

現 金  計  う ち 系 統  

預 け 金  

庫 主 要 勘 定  

合 連 合 会 主 要 勘 定  

貸 方 合 計  

借 方 合 計  そ の 他  コ ー ル  
 ロ ー ン  計 割 引 手 形  当 座 貸 越  証 書 貸 付  

貸 　 　 出 　 　 金  

そ の 他  資 本 金  受 託 金  コ ー ル マ ネ ー  

計 （農）貸付金 計  う ち 国 債  現 金  計  う ち 系 統  

預 有価証券・金銭の信託 

合 主 要 勘 定  

貸 出 金  
借 　 　 　 方  

組 合 数  

貸 出 金  
借 　 　 　 方  

う ち 金 融  

う ち 公 庫 
け 金 報 告

（単位  百万円） 

（単位  百万円） 

608,694 4,725,958 3,425,909 14,125,881 67,050,160
672,000 4,871,171 3,425,909 13,379,992 66,484,461
935,900 4,277,171 3,425,909 14,818,326 67,954,678
772,921 5,097,513 3,425,909 13,332,741 67,627,696
855,100 5,271,018 3,425,909 12,712,592 67,377,680
765,300 6,358,902 3,425,909 13,384,149 68,591,093

613,000 5,298,159 3,421,370 14,951,451 67,150,648

1,652,818 8,242 11,804,206 1,154,900 7,706,282 67,050,160
1,614,688 7,629 12,000,502 1,236,448 7,178,222 66,484,461
1,581,423 6,824 12,844,462 1,302,550 7,884,114 67,954,678
1,522,372 6,035 12,627,366 1,175,883 7,787,238 67,627,696
1,548,434 5,815 12,737,175 1,181,023 8,095,832 67,377,680
1,508,792 5,956 12,413,549 1,020,128 7,921,775 68,591,093

1,788,545 8,798 9,913,022 1,711,415 7,319,977 67,150,648

 62,958  29,063,742  28,970,252  0  385,744  16,808,429  7,230,771  1,530,389
 57,876  29,219,464  29,128,381  0  381,091  16,940,698  7,175,073  1,531,406
 65,048  28,933,832  28,832,497  0  353,324  17,241,244  7,123,102  1,531,531
 71,864  29,668,554  29,570,897  2,000  385,208  16,658,045  7,026,618  1,526,794
 61,328  30,016,864  29,921,883  2,000  396,637  16,562,099  7,045,773  1,515,241

  61,789  31,086,527  30,986,274  12,000  397,089  16,480,567  6,929,170  1,498,824

 59,672  29,139,258  29,028,117  0  405,335  16,900,664  7,033,101  1,526,615

435,461  57,615,928  57,393,065  4,868,974  1,551,636  23,761,759  257,618  736
375,014  56,955,772  56,755,969  4,959,200  1,627,779  23,739,217  257,068  733
357,462  57,220,898  57,015,898  4,990,689  1,644,639  23,766,166  254,900  733
373,061  56,597,322  56,368,801  5,021,101  1,681,442  24,016,461  257,490  727
394,641  56,998,711  56,782,807  4,937,102  1,621,155  23,975,001  258,627  722
388,730  56,967,217  56,748,776  4,854,359  1,548,076  24,128,873  256,044  722

374,837  56,186,290  55,941,143  4,954,120  1,611,791  23,756,624  270,755  741

（単位  百万円） 

10,050,666
10,285,511
11,167,417
11,017,025
11,104,928
10,822,230

 8,024,742

47 - 553



農林金融2010・9

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。
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（注） 貯金のうち定期性は定期貯金・定期積金。 

（注）　１ 　水加工協を含む。  ２　 貯金のうち定期性は定期貯金・定期積金。 
３　 借入金計は信用借入金・共済借入金・経済借入金（2009年４月より共済借入金を含まない）。 
４　 貸出金計は信用貸出金・共済貸付金（2009年４月より共済貸付金を含まない）。 

７．信用漁業協同組合連合会主要勘定 

８．漁 業 協 同 組 合 主 要 勘 定 

借 　 方  貸 　 方  

現 　 金  
有 価  
証 券  

預 け 金  
借 用 金  出 資 金  

貯 金  年 月 末  

計 うち定期性 
貸 出 金  

うち系統 

借 　 方  貸 　 方  

現 金  
有 価  

預 け 金  借 入 金  年 月 末  

計 計 うち信用 
借 入 金  

貸 出 金  

計 計 うち系統 うち公庫 
（農）資金 

報　告 

組合数 
貯 　 金  

払込済 
出資金 

計 

証 券  
うち定期性 

（単位  百万円） 

（単位  百万円） 

2010. 3 2,019,722 1,356,890 3,376 56,458 14,539 1,278,801 1,250,672 165,573 588,024

4 2,004,778 1,368,944 3,418 56,421 12,458 1,265,790 1,243,191 163,431 589,227

5 2,006,642 1,371,979 3,417 56,420 13,693 1,260,847 1,238,122 160,685 594,196

6 2,031,610 1,393,133 3,417 56,422 13,636 1,284,052 1,261,370 158,387 598,025

2009. 6 2,021,463 1,375,500 3,540 55,194 13,992 1,262,249 1,236,924 163,558 603,780

2010. 1 887,939 506,913 144,179 107,652 118,510 7,529 841,485 831,600 4,800 216,069 7,482 162

2 887,676 505,424 142,579 108,165 118,591 7,002 838,408 828,674 4,800 216,676 7,470 162

3 893,720 504,724  146,413 115,061  118,504  8,164 849,363 838,349 4,802 219,233 7,431 162

4 878,741 503,151 149,181 116,539  118,575  7,060 833,654 821,304 4,796 221,828 8,471 162

2009. 4 883,370 506,160  159,186 117,651  118,426 8,417 842,526 830,966 4,728 223,909 8,558 166
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ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。

９．金 融 機 関 別 預 貯 金 残 高 

農 　 協  信 農 連  都市銀行 地方銀行 第二地方銀行 信用金庫 信用組合 

（注）　１　農協，信農連は農林中央金庫，信用金庫は信金中央金庫調べ，信用組合は全国信用組合中央協会，その他は日銀資料（ホームページ等） 
による。 

２　都銀，地銀，第二地銀および信金には，オフショア勘定を含む。 
３　農協には譲渡性貯金を含む（農協以外の金融機関は含まない）。 
４　ゆうちょ銀行の貯金残高は，月次数値の公表が行われなくなったため，掲載をとりやめた。 
 

残 

高 

前

年

同

月

比

増

減

率

 

（単位  億円，％） 

2007.  3  801,890  496,044  2,487,565  1,936,818  546,219  1,113,773  160,673

2008.  3  820,756  509,860  2,525,751  1,956,991  555,619  1,137,275  163,300

2009.  3  833,096  508,917  2,575,584  2,002,165  560,995  1,154,531  163,634

 

2009.  6  848,090  520,533  2,571,576  2,036,327  569,483  1,175,838  165,939

 7  844,810  519,657  2,538,504  2,011,138  565,325  1,169,018  165,248

 8  847,338  520,176  2,523,539  2,016,436  567,263  1,175,029  165,932

 9  841,264  512,134  2,536,077  2,016,367  568,845  1,173,981  166,372

 10  845,741  514,248  2,496,707  2,016,193  568,561  1,175,306  166,267

 11  844,375  512,717  2,545,976  2,023,462  568,507  1,173,422  166,063

 12  853,057  520,050  2,534,595  2,043,112  577,352  1,185,688  168,005

2010.  1  847,735  515,434  2,541,101  2,028,975  572,000  1,177,279  167,212

 2  850,048  517,091  2,550,103  2,043,890  574,687  1,183,145  168,014

 3  844,772  511,870  2,633,256  2,072,150  567,701  1,173,807  167,336

 4  848,037  516,230  2,615,920  2,073,746  569,910  1,188,482  168,807

 5  848,431  518,217  2,639,017  2,077,071  568,402  1,185,709  168,756

 6 P     859,863  528,463  2,627,392  2,089,368  573,245  1,196,877 P     170,675

2007.  3  1.7  1.9  △0.8  2.5  0.9  2.0  0.8

2008.  3  2.4  2.8  1.5  1.0  1.7  2.1  1.6

2009.  3  1.5  △0.2  2.0  2.3  1.0  1.5  0.2

 

2009.  6  1.7  0.6  1.9  2.2  1.4  1.8  0.6

 7  1.8  0.8  1.8  2.4  1.7  1.7  0.6

 8  1.7  0.5  2.3  2.2  1.7  1.6  0.6

 9  1.6  0.4  1.7  2.9  2.3  1.7  0.7

 10  1.7  0.5  0.7  3.8  3.2  2.3  1.3

 11  1.5  0.2  1.2  3.1  2.5  2.0  1.4

 12  1.7  0.7  1.8  2.8  2.7  1.8  1.6

2010.  1  1.7  0.5  1.8  3.1  2.7  2.0  1.8

 2  1.5  0.3  1.6  2.9  2.6  1.8  2.1

 3  1.4  0.6  2.2  3.5  1.2  1.7  2.3

 4  1.3  0.9  2.3  3.0  1.0  1.8  2.4

 5  1.3  1.5  3.7  2.9  0.7  1.8  2.5

 6 P           1.4  1.5  2.2  2.6  0.7  1.8 P           2.9
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１０．金 融 機 関 別 貸 出 金 残 高 

残 

高 

農 　 協  信 農 連  都市銀行 地方銀行 第二地方銀行 信用金庫 信用組合 

（注）　１　表９（注）に同じ。 
２　貸出金には金融機関貸付金を含まない。また農協は共済貸付金・公庫貸付金を含まない。 
３　ゆうちょ銀行の貸出金残高は，月次数値の公表が行われなくなったため，掲載をとりやめた。 

前

年

同

月

比

増

減

率

 

（単位  億円，％） 

2007.  3  212,166  51,529  1,808,753  1,442,604  416,504  634,955  93,670

2008.  3  215,985  52,468  1,804,791  1,480,672  426,428  635,433  93,828

2009.  3  223,750  56,420  1,897,811  1,544,616  432,999  648,785  94,073

 

2009.  6  226,169  55,065  1,859,204  1,524,155  429,716  642,435  93,278

 7  226,775  55,105  1,846,961  1,524,611  430,665  642,594  93,484

 8  226,780  55,230  1,825,420  1,522,732  429,783  641,254  93,400

 9  226,289  55,180  1,820,787  1,531,553  434,298  644,596  93,802

 10  226,077  57,354  1,813,169  1,528,779  432,084  642,985  93,764

 11  226,095  56,773  1,811,129  1,523,166  430,611  640,200  93,733

 12  225,258  56,714  1,819,008  1,537,588  436,304  646,571  94,401

2010.  1  225,004  57,004  1,806,900  1,533,707  434,297  641,725  94,100

 2  225,035  56,437  1,803,743  1,532,833  434,000  640,894  94,186

 3 ＊     226,773  55,916  1,797,912  1,544,708  433,144  641,575  94,025

 4 ＊     225,826  54,998  1,777,889  1,531,534  428,340  635,021  93,768

 5  227,369  55,306  1,766,880  1,530,272  427,572  634,292  93,495

 6 P     227,609  54,304  1,774,424  1,529,129  427,186  634,261 P      93,404

2007.  3  2.3  3.0  △3.0  3.0  1.6  1.3  0.6

2008.  3  1.8  1.8  △0.2  2.6  2.4  0.1  0.2

2009.  3  3.6  7.5  5.2  4.3  1.5  2.1  0.3

 

2009.  6  3.8  7.0  2.8  3.3  1.5  1.9  0.2

 7  3.6  6.4  2.1  3.0  1.6  1.7  0.3

 8  3.6  4.9  1.0  2.5  1.2  1.2  0.1

 9  3.0  4.1  1.1  2.6  1.6  1.0  0.1

 10  2.9  5.0  △1.2  2.2  1.5  1.1  0.4

 11  2.8  3.1  △2.6  0.9  0.7  0.2  0.1

 12  2.7  1.1  △4.5  0.0  0.6  △0.4  △0.1

2010.  1  2.6  0.3  △4.2  0.1  0.6  △0.7  △0.4

 2  2.5  △0.5  △4.8  △0.0  0.6  △0.9  0.1

 3 ＊           1.4  △0.9  △5.3  0.0  0.0  △1.1  △0.1

 4 ＊           1.2  △1.1  △5.7  0.1  △0.4  △1.3  0.2

 5  0.6  △0.6  △5.9  △0.0  △0.8  △1.6  △0.1

 6 P           0.6  △1.4  △4.6  0.3  △0.6  △1.3 P           0.1



『よくわかる経済金融ハンドブック』
『解読・ＷＴＯ農業交渉』
『2009年農林漁業金融統計』
『総研レポート』「米国協同組織金融機関の研究」

農林中金総合研究所は，農林漁業・環境

問題などの中長期的な研究，農林漁業・

協同組合の実践的研究，そして国内有数

の機関投資家である農林中央金庫や系

統組織および取引先への経済金融情報

の提供など，幅広い調査研究活動を通じ

情報センターとしてグループの事業を

サポートしています。

金融規制の潮流と協同組織金融機関

今，金融規制は歴史的な転換点を迎えている。事の発端はサブプライムローンの焦付き

をきっかけとする2007年以降の世界的な金融危機である。欧米各国は中央銀行による緊急

の資金供給，大手金融機関への公的資本注入，協調利下げ等により，金融システムの安定

化に努め，危機の連鎖は小康状態を得たが，欧州の一部ではまだ動揺が収まっていない。

今回の危機は複合的な要因によってもたらされた。①サブプライムローンの商品性の問

題，②金融取引関係者のモラルハザード，③負債調達で投資規模を膨らませるレバレッジ

手法，④金融技術を駆使した金融商品に内在するリスクの不透明性など多くの要因があげ

られる。要約すれば，今回の危機の底流にあるのは金融技術の進歩と普及を背景とする金

融市場の構造変化である。それは相対取引を基本とする伝統的な間接金融から市場を通し

て取引が仲介される直接金融への変化である。しかも，リスクの移転と再構成が繰り返さ

れるためにリスクの所在が見えなくなるというリスク構造の変化である。そして，いった

んリスクが顕在化すると，市場を通じてリスクが増幅され，波及し，金融システム全体が

深刻な機能不全に陥るという巨大なリスクのネットワーク化である。

このような市場型の金融システム危機を防止するためにはどのような金融規制が適切

か。09年４月，ロンドンで開催された20か国・地域首脳会合（G20）ではマクロプルーデ

ンスの視点に立った金融監督制度の必要性が議論された。従来の規制・監督は個々の金融

機関の破綻防止（ミクロプルーデンス）に主眼があったが，それに対して，マクロプルーデ

ンスは金融システム全体の安定性確保にねらいがある。もちろん，両者は二者択一のもの

ではなく，基本的には相互補完的なものである。

10年７月にオバマ大統領が署名した米国の金融規制改革法はマクロプルーデンスの視点

に立ったものと言える。しかも，米国は1999年に銀行と証券の分離を定めたグラス・ステ

ィーガル法（1933年成立）を撤廃し，金融規制を大幅に緩和してきた。今回の改革法は再

び規制強化にかじを切るものであり，米国の金融規制の歴史に残る大きな出来事となろう。

要点は業務規制の復活であり，金融機関の活動は厳しい制限を受けることになる。たとえ

ば，銀行の自己資金を使った高リスクの金融取引は大幅に制限される。

また，バーゼル銀行監督委員会ではこれまでよりも厳しい銀行資本規制を検討中であり，

十分な資本を調達できなければ貸出圧縮を迫られる状況のなかで，グローバルな規模で大

手金融機関の増資行動が活発化してきている。

ところで，協同組織金融機関の場合，日本にかぎらず単位組織は地域に根ざした伝統的

な預貸業務に主軸がおかれており，グローバルに業務展開する大規模銀行と同様の規制を

受けることはないが，連合組織ともなるとグローバルな金融市場のプレーヤーとして，新

しい金融規制の影響を受けることもあり得よう。とくに，協同組織金融機関の場合は，資

本増強の手段が一般の銀行とは異なる。新しい金融規制・自己資本規制がどういう形で決

着するか，まだ不確定な部分はあるが，協同組織金融機関に不利な，あるいは過重な負担

とならないように，協同組織金融機関の自己資本の特質について金融監督当局の理解を深

める努力が必要であるように思われる。

（（株）農林中金総合研究所 常務取締役　鈴木利徳・すずきとしのり）

今 月 の 窓

99年4月以降の『農林金融』『金融市場』

などの調査研究論文や，『農林漁業金融統計』

の最新の統計データがこのホームページから

ご覧になれます。

また，メールマガジンにご登録いただいた

方には，最新のレポート掲載の都度，その内

容を電子メールでお知らせするサービスを行

っておりますので，是非ご活用ください。

農中総研のホームページ http://www.nochuri.co.jp のご案内

＊2010年８月のHPから一部を掲載しております。「最新情報のご案内」や「ご意見コーナー」もご利用ください。

【農林漁業・環境問題】

・矛盾深まる中国の農地制度

――経済成長に取り残された農民――

・小麦の国際需給と日本の自給

・<講演> 中国農業・農村改革の到達点と課題

【協同組合】

・欧州協同組合銀行協会の国際会議に参加して

・農商工連携によるジンジャーエール開発と

積極的な販売活動――JAわかやまの取組み――

・病院給食における地産地消

――JA神奈川県厚生連伊勢原協同病院と

JAいせはら地場野菜出荷グループの取組み――

・協同組合の独禁法適用除外問題についての一考察

【組合金融】

・「農業経営統計調査」にみる販売農家の農業所得の動向

【国内経済金融】

・進化するマーケティング手法を活かす横浜銀行

・地域ニーズに寄り添い展開進める磐田信用金庫

・地域銀行における投資信託販売の動向

・最近の地域銀行における住宅ローンの取組み

・就業環境の変化と賃貸住宅経営への影響

・わが国の財政赤字と長期金利

・住宅ローン利用者の資産形成について

【海外経済金融】

・グローバル・インバランス問題に関する一考察

・成長が加速し始める中国の西部地域

――「西部大開発」戦略の実態と展望――

・スペイン・ギリシャの経済構造の特徴について

～欧州債務危機の観点から～

本誌に掲載の論文，資料，データ等の無断転載を禁止いたします。
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金融規制の影響

●自己資本比率規制と地域銀行

●日本の公的年金制度の現状と今後の方向

●パラグアイの金融と協同組合
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